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第 1 章 重大事故等対策 

第１節 危険物施設等の事故対策（事故 1） 
【主担当部】：防災対策部、医療保健部、環境生活部、警察本部 

 

第１項 活動方針  

○ 事故発生による危険物施設、高圧ガス施設、火薬類施設、毒劇物施設、放射性物質施設、ばい煙発

生施設、排水施設等の被害拡大を防止する。 

 

第２項 事故等発生時の主要対策項目（危険物施設、高圧ガス施設、火薬類施設、毒劇物施

設、放射性物質施設、ばい煙発生施設、排水施設等にかかる対策） 

対策(活動)項目 主担当部 活動開始(準備)時期等 重要な収集情報(収集先) 

警察における措置 警察本部 

【発災直後】 

事故発生情報を確認後速やか

に 

・事故発生情報（施設所有者

等、各関係機関、市町） 

・警戒区域設定情報（市町） 

・事故現場の状況（施設所有

者等、各関係機関、市町） 

事故等発生時の緊

急措置 

防災対策部 

医療保健部 

環境生活部 

【発災後１時間以内】 

事故発生情報を確認後速やか

に 

・事故発生情報（施設所有者

等、各関係機関、市町） 

・自衛隊災害派遣要請（市

町） 

・資機材等確保要請（市町） 

※「活動開始（準備）時期等」の時間は、対策（活動）を開始する時期の目安である。 

 

第３項 対策 

■県が実施する対策 

１ 危険物施設 

(1) 平常時の予防対策（防災対策部） 

危険物施設における事故等の不測の事態に備え、施設の管理監督者及び危険物取扱作業従事

者に対し、次のとおり指導する。 

①  移送取扱所(知事許可)の管理監督者に対する指導等 

  消防法等関係法令に基づき、知事が許可した移送取扱所について立入検査、保安検査等を

実施し、施設の維持管理等について管理監督者に対する指導を行う。 

②  取扱作業従事者に対する指導等 

危険物等の取扱作業従事者の資質向上を図るため、保安講習等を実施し、事故の発生及び

災害拡大について指導する。 

(2) 事故等発生時の緊急措置（防災対策部）   

① 情報収集・伝達等体制の確保 

危険物施設において事故等が発生した場合は、速やかに関係機関等との間に情報収集・伝

達を行う体制を確保するとともに、関係機関、関係市町との連絡調整を図る。 

② 自衛隊の災害派遣要請 
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市町から自衛隊の災害派遣要請の依頼を受けたとき又は必要があると認めるときは、自衛

隊に対して災害派遣を要請する。 

③ 資機材等の確保 

市町から化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材の確保等について要請を受けた

ときは、その確保に努める。 

(3)  警察における措置（警察本部） 

① 県への連絡 

危険物施設における災害発生を確認した場合には、県に連絡する。 

② 危険物所有者等への危害防止措置の命令 

危険物及び毒物劇物等化学薬品類の所有者、管理者、占有者に対し、危害防止のための必

要な措置をとるよう命令、又は自らその措置を講ずる。 

③ 情報収集 

必要に応じ、警察用航空機等を活用するなどして、被害状況等の情報収集を行う。 

④ 救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

⑤ 警戒区域の警戒及び避難誘導 

警戒区域の警戒を行うとともに、避難誘導を実施する。 

⑥ 交通規制 

災害発生地及びその周辺の交通規制を実施する。 

⑦ 遺体の捜索、収容、検視等 

死者が発生した場合の遺体の捜索、収容、検視等を、「第５部 第２章 第８節 遺体の取

扱い」の定めにより実施する。 

 

２ 高圧ガス施設 

(1) 平常時の予防対策（防災対策部） 

高圧ガス施設における事故等の不測の事態に備え、施設の管理監督者及び高圧ガス等の取扱

作業従事者に対し、次のとおり指導する。 

① 管理監督者に対する指導等 

高圧ガス保安法等関係法令に基づき、立入検査、保安検査等を実施し、施設の維持管理等

について管理監督者に対する指導を行う。 

② 輸送業者等に対する指導等 

高圧ガス等の移動について、路上点検等を実施し、輸送業者等の指導を行う。 

③ 取扱作業従事者に対する指導等 

高圧ガス等の取扱作業従事者の資質向上を図るため、保安講習等を実施し、事故の発生及

び災害拡大について指導する。 

(2) 事故等発生時の緊急措置（防災対策部） 

① 情報収集・伝達等体制の確保 

高圧ガス施設において事故等が発生した場合は、速やかに関係機関等との間に情報収集・伝

達を行う体制を確保するとともに、関係機関、関係市町との連絡調整を図る。 

② 製造業者等に対する高圧ガス製造施設、貯蔵所の使用停止命令 

製造業者、販売業者、貯蔵所の所有者、もしくは占有者又は消費者等に対し、高圧ガス製造

施設、貯蔵所の全部又は一部の使用の一時停止を命じる、又は製造、引渡し、貯蔵、移動、消

費又は廃棄を一時禁止する、又は制限する。（高圧ガス保安法第３９条） 
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③ 高圧ガス容器の所有者等に対する廃棄又は所在場所の変更命令 

高圧ガス又はこれを充てんした容器の所有者、占有者に対し、その廃棄又は所在場所の変更

を命ずる。 

④ 自衛隊の災害派遣要請 

市町から自衛隊の災害派遣要請の依頼を受けたとき又は必要があると認めるときは、自衛

隊に対して災害派遣を要請する。 

⑤ 資機材等の確保 

市町から化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材の確保等について要請を受けた

ときは、その確保に努める。 

(3) 警察における措置（警察本部） 

① 県への通報   

高圧ガス施設における災害発生を確認した場合には、県に通報する。 

② 高圧ガス所有者等への危害防止措置の命令 

高圧ガス施設の所有者、管理者、占有者に対し、危害防止のための必要な措置をとるよう

命令、又は自らその措置を講ずる。 

③ 情報収集 

必要に応じ、警察用航空機等を活用するなどして、被害状況等の情報収集を行う。 

④ 救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

⑤ 警戒区域の警戒及び避難誘導 

警戒区域の警戒を行うとともに、避難誘導を実施する。 

⑥ 交通規制 

災害発生地及びその周辺の交通規制を実施する。 

⑦ 遺体の捜索、収容、検視等 

死者が発生した場合の遺体の捜索、収容、検視等を、「第５部 第２章 第８節遺体の取扱

い」の定めにより実施する。 

 

３ 火薬類施設 

(1) 平常時の予防対策（防災対策部） 

火薬類施設における事故等の不測の事態に備え、施設の保安責任者及び火薬類等の取扱作業

従事者に対し、次のとおり指導する。 

① 管理監督者に対する指導等 

火薬類取締法等関係法令に基づき、立入検査、保安検査等を実施し、施設の維持管理等に

ついて保安責任者に対する指導を行う。 

② 取扱作業従事者に対する指導等 

火薬類等の取扱作業従事者の資質向上を図るため、保安講習等を実施し、事故の発生及び

災害拡大について指導する。 

(2) 事故等発生時の緊急措置（防災対策部） 

① 情報収集・伝達等体制の確保 

火薬類施設において事故等が発生した場合は、速やかに関係機関等との間に情報収集・伝

達を行う体制を確保するとともに、関係機関、関係市町との連絡調整を図る。 
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② 製造業者等に対する製造施設、火薬庫の使用停止命令 

製造業者（知事権限にかかるもの）、販売業者又は消費者等に対し、製造施設又は火薬庫

の使用の一時停止を命じ、又は製造、販売、貯蔵、運搬、消費又は廃棄を一時禁止する、又

は制限する。（火薬類取締法第４５条） 

③  火薬類の所有者等に対する所在場所の変更又は廃棄命令 

火薬類の所有者、占有者に対して、火薬類の所在場所の変更又は廃棄を命ずる。（火薬類取

締法第４５条） 

④ 県警察への通報 

②、③の措置を講じたときは、直ちにその旨、県警察（公安委員会）へ通報する。 

⑤ 自衛隊の災害派遣要請 

市町から自衛隊の災害派遣要請の依頼を受けたとき又は必要があると認めるときは、自衛

隊に対して災害派遣を要請する。 

⑥ 資機材等の確保 

市町から必要資機材の確保等について要請を受けたときは、その確保に努める。 

(3) 警察における措置（警察本部） 

① 県への通報   

火薬類施設における災害発生を確認した場合には、県に通報する。 

② 火薬類所有者等への危害防止措置の命令 

火薬類の所有者、管理者、占有者に対し、危害防止のための必要な措置をとるよう命令、

又は自らその措置を講ずる。 

③ 情報収集 

必要に応じ、警察用航空機等を活用するなどして、被害状況等の情報収集を実施する。 

④ 救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

⑤ 警戒区域の警戒及び避難誘導 

警戒区域の警戒を行うとともに、避難誘導を実施する。 

⑥ 交通規制 

災害発生地及びその周辺の交通規制を実施する。 

⑦ 遺体の捜索、収容、検視等 

死者が発生した場合の遺体の捜索、収容、検視等を、「第５部 第２章 第８節 遺体の

取扱い」の定めにより実施する。 

 

４ 毒劇物施設 

(1) 平常時の予防対策（医療保健部） 

災害時に毒物劇物が流出又は飛散する等不測の事態に備え、毒物劇物営業者、特定毒物研究

者及び業務上取扱者に対し、次のとおり指導等を行う。 

① 危害防止規程の策定 

毒物劇物使用・保有施設の危害防止規程（事故処理マニュアル）を策定し、これに基づく

指導を行う。 

② 安全管理者を対象とした講習 

毒物劇物使用・保有施設の安全管理者を対象とした講習会を実施する。 

③ 防災訓練の実施等の促進 

施設の特殊性に応じた防災訓練の実施を促進するとともに、安全対策に関する情報を地域
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に積極的に発信するよう指導する。 

(2) 事故等発生時の緊急措置 

① 情報収集・伝達等体制の確保（医療保健部、防災対策部） 

毒劇物施設において事故等が発生した場合は、速やかに関係機関等との間に情報収集・伝

達を行う体制を確保するとともに、関係機関、関係市町との連絡調整を図る。 

② 自衛隊の災害派遣要請（防災対策部） 

市町から自衛隊の災害派遣要請の依頼を受けたとき又は必要があると認めるときは、自衛

隊に対して災害派遣を要請する。 

③ 資機材等の確保（医療保健部、防災対策部） 

市町から化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材の確保等について要請を受けた

ときは、その確保に努める。 

④ 水道水取水機関等への連絡（医療保健部） 

飲料水汚染の可能性がある場合は、事故発生施設周辺河川下流の水道水取水地区の担当機

関等に対し、事故の概要を連絡する。 

(3) 警察における措置（警察本部） 

① 県への連絡 

毒劇物施設において事故等が発生した場合は、県に連絡する。 

② 毒劇物所有者等への危害防止措置の命令 

毒劇物の所有者、管理者、占有者に対し危害防止のための必要な措置をとるよう命令、又

は自らその措置を講ずる。 

③ 情報収集 

必要に応じ、警察用航空機等を活用するなどして、被害状況等の情報収集を行う。 

④ 救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

⑤ 警戒区域の警戒及び避難誘導 

警戒区域の警戒を行うとともに、避難誘導を実施する。 

⑥ 交通規制 

災害発生地及びその周辺の交通規制を実施する。 

⑦ 遺体の捜索、収容、検視等 

死者が発生した場合の遺体の捜索、収容、検視等を、「第５部 第２章 第８節 遺体の取

扱い」の定めにより実施する。 

 

５ 放射性物質施設 

(1)  事故等発生時の緊急措置 

① 情報収集・伝達等体制の確保（医療保健部、防災対策部） 

放射性物質施設において事故等が発生した場合は、速やかに関係機関等との間に情報収

集・伝達を行う体制を確保するとともに、関係機関、関係市町との連絡調整を図る。 

② 自衛隊の災害派遣要請等（防災対策部） 

市町から自衛隊の災害派遣要請の依頼を受けたとき又は必要があると認めるときは、自衛

隊に対して災害派遣を要請する。 

③ 資機材等の確保（医療保健部、防災対策部） 

市町から化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材の提供等について要請を受けた

ときは、その確保に努める。 
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④ 水道水取水機関等への連絡（医療保健部） 

飲料水汚染の可能性がある場合は、事故発生施設周辺河川下流の水道水取水地区の担当機

関等に対し、事故の概要を連絡する。 

(2) 警察における措置（警察本部） 

① 県への連絡 

放射性物質施設において事故等が発生した場合は、県に連絡する。 

② 放射性物質所有者等への危害防止措置の命令 

放射性物質の所有者、管理者、占有者に対し危害防止のための必要な措置をとるよう命令、

又は自らその措置を講ずる。 

③ 情報収集 

必要に応じ、警察用航空機等を活用するなどして、被害状況等の情報収集を行う。 

④ 救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

⑤ 警戒区域の警戒及び避難誘導 

警戒区域の警戒を行うとともに、避難誘導を実施する。 

⑥ 交通規制 

災害発生地及びその周辺の交通規制を実施する。 

⑦ 遺体の捜索、収容、検視等 

死者が発生した場合の遺体の捜索、収容、検視等を、第５部第８節「遺体の取扱い」の定

めにより実施する。 

 

６ ばい煙発生施設、排水施設 

(1) 平常時の予防対策（環境生活部） 

ばい煙発生施設、排水施設等の日常の管理状況等について、立入検査等による把握に努め、

施設の設置者等に対し、適正な維持管理の指導に努める。 

(2)  事故発生時の緊急措置 

① 情報収集・伝達等体制の確保（環境生活部、防災対策部） 

ばい煙発生施設、排水施設等において事故等が発生した場合は､速やかに関係機関等との間

に情報収集･伝達を行う体制を確保するとともに、関係機関、関係市町との連絡調整を図る。 

② 自衛隊の災害派遣要請等（防災対策部） 

市町から自衛隊の災害派遣要請の依頼を受けたとき又は必要があると認めるときは、自衛

隊に対して災害派遣を要請する。 

③ 資機材等の確保（環境生活部、防災対策部） 

市町から必要資機材の提供等について要請を受けたときは、その確保に努める。 

④ 設置者に対する指導等（環境生活部） 

工場・事業場のばい煙発生施設、排水施設等に事故が生じた場合には、設置者に対し、緊

急の防災措置をとるよう指示するなど、住民の健康の保護と生活環境の保全に必要な措置を

講ずる。 

⑤ 水道事業者等への連絡（環境生活部） 

飲料水汚染の可能性がある場合は、事故発生施設周辺河川下流で取水している水道事業者

等に対し、事故の概要を連絡する。 

 (3) 警察における措置（警察本部） 

① 県への連絡 

ばい煙発生施設、排水施設等において事故等が発生した場合は、県に連絡する。 



                      

第６部 事故等による災害対策 

第１章 重大事故等対策 

 

401 

 

② 事業者等への危害防止措置の命令 

ばい煙発生施設、排水施設等の所有者、管理者、占有者に対し危害防止のための必要な措

置をとるよう命令、又は自らその措置を講ずる。 

③ 情報収集 

必要に応じ、警察用航空機等を活用するなどし、被害状況等の情報収集を行う。 

④ 救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

⑤ 警戒区域の警戒及び避難誘導 

警戒区域の警戒を行うとともに、避難誘導を実施する。 

⑥ 交通規制 

災害発生地及びその周辺の交通規制を実施する。 

⑦ 遺体の捜索、収容、検視等 

死者が発生した場合の遺体の捜索、収容、検視等を、第５部第８節「遺体の取扱い」の定

めにより実施する。 

 

■市町が実施する対策 

１ 危険物施設 

(1) 平常時の予防対策 

① 管理監督者に対する指導等 

消防法等関係法令に基づき、立入検査、保安検査等を実施し、施設の維持管理等について

管理監督者に対し指導を行う。 

② 輸送業者等に対する指導等 

 危険物等の移動について、路上取締等を実施し、輸送業者等の指導を行う。 

③ 取扱作業従事者に対する指導等 

  危険物等の取扱作業従事者の資質向上を図るため、保安講習等を実施し、事故の発生及 

び災害防止について指導する。 

④ 防災訓練の実施等の促進 

施設の特殊性に応じた防災訓練の実施を促進するとともに、安全対策に関する情報を地域

に積極的に発信するよう指導する。 

(2) 事故等発生時の緊急措置 

① 県への通報 

危険物施設の事故等が発生した場合、速やかに県へ通報する。 

② 危険物及び毒物劇物等化学薬品類の所有者等に対する危害防止措置の指示 

危険物の所有者、管理者、占有者に対し、危害防止のための措置をとるよう指示、又は自

らその措置を講ずる。 

③ 警戒区域の設定及び一般住民に対する立入制限、退去等の命令 

必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、一般住民の立入制限、退去等を命令する。 

また、市町長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に助言

を求めることができる。 

④ 消防隊の出動による救助及び消火活動 

消防計画等により消防隊を出動させ、災害発生事業所の責任者からの報告、助言等を受け、

必要に応じ、関係事業所及び関係公共的団体の協力を得るなどして、救助及び消火活動を実

施する。 
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なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

⑤ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処できない場合は、消防組織法第 39 条

の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町に対して応援を

要請する。 

⑥ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第 4 部 第 1 章 第 3 節 自衛隊及び

海上保安庁への災害派遣要請等」に準じ、県に対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

⑦ 資機材等の確保 

化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材が不足する場合は、県に対し必要資機材

の提供を要請する。 

⑧ 危険物製造所等の使用の一次停止命令等 

市町長は、公共の安全の維持又は災害の発生の防止のため緊急の必要があると認めるとき

は、製造所、貯蔵所又は取扱所の所有者、管理者又は占有者に対し、当該製造所、貯蔵所、

もしくは取扱所の使用を一時停止すべきことを命じ、又はその使用の制限をすることができ

る。（消防法第 12 条の３） 

⑨ 住民の安全の確保 

 消防職員は、事故等発生時に事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、

防御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に事態の周知を

図り、住民の安全を確保する。 

⑩ 火気等の制限 

 消防職員は、事業者等と協議のうえ危険が生じるおそれのある区域での火気の取扱いの制

限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

⑪ 避難の指示等 

 市町長は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難をすべき理由の周知を図り、自

主防災組織と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全な場所へ避難誘導し、住民の安

全を確保する。 

 

２ 高圧ガス施設 

(1) 事故等発生時の緊急措置 

① 県への通報 

高圧ガス施設の事故等が発生した場合、速やかに県へ通報する。 

② 警戒区域の設定及び一般住民に対する立入制限、退去等の命令 

必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、一般住民の立入制限、退去等を命令する。 

また、市町長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に助言

を求めることができる。 

③ 消防隊の出動による救助及び消火活動 

消防計画等により消防隊を出動させ、災害発生事業所の責任者からの報告、助言等を受け、

必要に応じ、関係事業所及び関係公共的団体の協力を得るなどして、救助及び消火活動を実

施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 
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④ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処できない場合は、消防組織法第 39 条

の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町に対して応援を

要請する。 

⑤ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第 4 部 第 1 章 第 3 節 自衛隊及び

海上保安庁への災害派遣要請等」に準じ、県に対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

⑥ 資機材等の確保 

化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材が不足する場合は、県に対し必要資機材

の提供を要請する。 

⑦ 住民の安全の確保 

 消防職員は、事故等発生時に事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、

防御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に事態の周知を

図り、住民の安全を確保する。 

⑧ 火気等の制限 

 消防職員は、事業者等と協議のうえ、危険が生じるおそれのある区域での火気の取扱いの

制限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

⑨ 避難の指示等 

 市町長は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難をすべき理由の周知を図り、自

主防災組織等と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全な場所へ避難誘導し、住民の

安全を確保する。 

 

３ 火薬類施設 

(1) 事故等発生時の緊急措置 

① 県への通報 

火薬類施設の事故等が発生した場合、速やかに県へ通報する。 

② 警戒区域の設定及び一般住民に対する立入制限、退去等の命令 

必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、一般住民の立入制限、退去等を命令する。 

また、市町長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に助言

を求めることができる。 

③ 消防隊の出動による救助及び消火活動 

消防計画等により消防隊を出動させ、災害発生事業所の責任者からの報告、助言等を受け、

必要に応じ、関係事業所及び関係公共的団体の協力を得るなどして、救助及び消火活動を実

施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

④ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処できない場合は、消防組織法第 39 条

の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町に対して応援を

要請する。 

⑤ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第 4 部 第 1 章 第 3 節 自衛隊及び

海上保安庁への災害派遣要請等」に準じ、県に対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 
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⑥ 資機材等の確保 

化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材が不足する場合は、県に対し必要資機材

の提供を要請する。 

⑦ 住民の安全の確保 

 消防職員は、事故発生時に事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、防

御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に事態を周知し、

住民の安全を確保する。 

⑧ 火気等の制限 

 消防職員は、事業者等と協議のうえ、危険が生じるおそれのある区域での火気の取扱いの

制限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

⑨ 避難の指示等 

 市町長は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難をすべき理由を周知し、自主防

災組織等と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全な場所へ避難誘導し、住民の安全

を確保する。 

 

４ 毒劇物施設  

 (1) 事故等発生時の緊急措置 

① 県への通報 

毒劇物施設の事故等が発生した場合、速やかに県へ通報する。 

② 警戒区域の設定及び一般住民に対する立入制限、退去等の命令 

必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、一般住民の立入制限、退去等を命令する。 

また、市町長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に助言

を求めることができる。 

③ 消防隊の出動による救助及び消火活動 

消防計画等により消防隊を出動させ、災害発生事業所の責任者からの報告、助言等を受け、

必要に応じ、関係事業所及び関係公共的団体の協力を得るなどして、救助及び消火活動を実

施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

④ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処できない場合は、消防組織法第 39 条

の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町に対して応援を

要請する。 

⑤ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第 4 部 第 1 章 第 3 節 自衛隊及び

海上保安庁への災害派遣要請等」に準じ、県に対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

⑥ 資機材等の確保 

化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材が不足する場合は、県に対し必要資機材

の提供を要請する。 

⑦ 住民の安全の確保 

 消防職員は、事故発生時に事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、防

御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に事態を周知し、

住民の安全を確保する。 
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⑧ 火気等の制限 

 消防職員は、事業者等と協議のうえ、危険が生じるおそれのある区域での火気の取扱いの

制限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

⑨ 避難の指示等 

 市町長は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難をすべき理由を周知し、自主防

災組織と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全な場所へ避難誘導し、住民の安全を

確保する。 

 

５ 放射性物質施設（市町役場、所轄消防本部又は消防署） 

 (1) 事故等発生時の緊急措置 

① 県への通報 

放射性物質施設の事故等が発生した場合、速やかに県へ通報する。 

② 警戒区域の設定及び一般住民に対する立入制限、退去等の命令 

必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、一般住民の立入制限、退去等を命令する。 

また、市町長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に助言

を求めることができる。 

③ 消防隊の出動による救助及び消火活動 

消防計画等により消防隊を出動させ、災害発生事業所の責任者からの報告、助言等を受け、

必要に応じ、関係事業所及び関係公共的団体の協力を得るなどして、救助及び消火活動を実

施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

④ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処できない場合は、消防組織法第 39 条

の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町に対して応援を

要請する。 

⑤ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第 4 部 第 1 章 第 3 節 自衛隊及び

海上保安庁への災害派遣要請等」に準じ、県に対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

⑥ 資機材等の確保 

化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材が不足する場合は、県に対し必要資機材

の提供を要請する。 

⑦ 住民の安全の確保 

 消防職員は、事故発生時に事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、防

御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に事態を周知し、

住民の安全を確保する。 

⑧ 火気等の制限 

 消防職員は、事業者等と協議のうえ、危険が生じるおそれのある区域での火気の取扱いの

制限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

⑨ 避難の指示等 

 市町長は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難をすべき理由を周知し、自主防

災組織と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全な場所へ避難誘導し、住民の安全を

確保する。 
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６ ばい煙発生施設、排水施設等 

(1) 事故発生時の緊急措置 

① 事故発生に係る県への通報 

ばい煙発生施設、排水施設等の事故が発生した場合、速やかに県へ通報する。 

② 警戒区域の設定及び一般住民に対する立入制限、退去等の命令 

必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、一般住民の立入制限、退去等を命令する。 

また、市町長は、警戒区域を設定しようとする場合に、必要があるときは、知事等に助言

を求めることができる。 

③ 消防隊の出動による救助及び消火活動 

消防計画等により消防隊を出動させ、災害発生事業所の責任者からの報告、助言等を受け、

必要に応じ、関係事業所及び関係公共的団体の協力を得るなどして、救助及び消火活動を実

施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

④ 他市町に対する応援要請 

火災の規模が大きくなり、自己の消防力等では対処できない場合は、消防組織法第 39 条

の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」により、他の市町に対して応援を

要請する。 

⑤ 県に対する自衛隊の災害派遣要請の依頼 

自衛隊の派遣要請が必要な事態が生じた場合は、「第 4 部 第 1 章 第 3 節 自衛隊及び

海上保安庁への災害派遣要請等」に準じ、県に対して自衛隊の災害派遣要請を行う。 

⑥ 資機材等の確保 

化学消火薬剤・中和剤・ガス検知器等必要資機材が不足する場合は、県に対し必要資機材

の提供を要請する。 

⑦ 住民の安全の確保 

 消防職員は、事故発生時に事業者から通報を受けた場合は、直ちに事故現場に出動し、防

御活動を実施するほか、互いに連携を取りつつ、速やかに危険区域の住民に事態を周知し、

住民の安全を確保する。 

⑧ 火気等の制限 

 消防職員は、事業者等と協議のうえ、危険が生じるおそれのある区域での火気の取扱いの

制限、危険区域への立ち入り制限について、住民に周知徹底する。 

⑨ 避難の指示等 

 市町長は、危険が生じるおそれのある区域内の住民に避難をすべき理由を周知し、自主防

災組織と連携して、風向き等を考慮しながら直ちに安全な場所へ避難誘導し、住民の安全を

確保する。 

 

【市町地域防災計画記載検討項目】 

＜平時の予防対策＞ 

(1) 管理監督者、輸送業者、取扱作業従事者等に対する指導等 

(2) 防災訓練の実施等の促進 

(3) その他必要な事項 

＜事故等発生時の緊急措置等＞ 

(1) 県への通報 

(2) 施設所有者等に対する危害防止措置等の指示 
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(3) 警戒区域の設定、立入制限、退去等の命令 

(4) 救助・消火活動 

(5) 他市町への応援要請 

(6) 県への自衛隊災害派遣要請依頼 

(7) 資機材等の確保 

(8) 施設等の使用の一次停止命令等 

(9) 避難の指示等 

(10)その他必要な事項 

 

■その他の防災関係機関が実施する対策 

＜中部近畿産業保安監督部が実施する対策＞ 

(1) 高圧ガス施設・火薬類施設 

災害発生及び拡大防止を図るため、次の措置をとる。 

① 液化石油ガス等の販売、貯蔵及び移動の制限等 

② 高圧ガス製造所、火薬類製造施設の事業者に対する応急対策等の指導 

③ 県が実施する高圧ガス施設・火薬類施設にかかる緊急措置に対する支援 

 

＜海上保安庁が実施する対策＞  

(1) 海上の危険物対策 

事故等発生時における海上の保安を確保するため、関係機関と密接な連絡をとり、次の措置

をとる。 

① 危険物積載船舶等（危険物を取り扱う海洋施設を含む）で災害が発生した場合の防除活

動を行う。 

② 危険物積載船舶について、必要に応じ移動を命じ、又は航行の制限、もしくは禁止を行

う。 

③ 危険物荷役中の船舶に対する荷役の中止、取り止め等事故防止のために必要な指導を行

う。 

(2) 停泊船舶への情報伝達等 

 危険物等の漏洩により、港湾内の停泊船舶等に影響を及ぼすおそれがある場合に、停泊船舶

等に対し通報を行う。 

 

■関係事業者が実施する対策 

１ 平常時の予防対策 

(1) 自衛消防組織の充実強化及び保安教育等の実施 

危険物施設等の専門的知識を有する事業所員で構成する自衛消防組織を充実させるととも

に、保安管理の向上を図るため、従事者を対象に講習会、研修会など保安教育を実施する。 

また、万一災害が発生した場合の初期消火を図るための備蓄を図り、必要な資機材を整備す

るとともに、防災訓練を実施し、防災体制の確立を図るほか、危険物施設等及び火災原因とな

るおそれのある薬品等を管理する施設等の管理者は、地震発生時に円滑な対応を図るための計

画を作成する。 

(2) 緩衝地帯の整備 

危険物施設等及び火災原因となるおそれのある薬品等を管理する施設等からの延焼を防止す

るため、緩衝地帯の整備を促進する。 
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(3) 施設の安全対策に関する地域等への情報発信 

 施設の特殊性や安全対策への取組を積極的に地域等に情報発信するよう努める。 

 

２ 事故等発生時の対策 

(1) 危険物施設 

① 危険物の安全な場所への移動等の安全措置 

施設が危険な状態になったときは、直ちに危険物等を安全な場所に移動、あるいは注水冷

却する等の安全措置を講ずる。 

② 事故等発生に係る消防署等への通報 

消防署、市町長の指定した場所、警察署又は海上警備救難機関に、事故等発生について直

ちに通報するとともに、必要があると認めるときは、周辺の住民に避難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し又は波及するおそれがあるときは、第四管区海上保安本部に通

報する。 

③ 自衛消防組織その他の要員による初期消火活動 

自衛消防組織その他の要員による、初期消火活動を実施するとともに、必要に応じ、他の

関係事業所の応援を得て延焼防止活動を実施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

④ 消防機関の受け入れ 

消防機関の到着に際しては、進入地点に誘導員を配置して消防機関を誘導するとともに、

爆発性、引火性・有毒性物品の所在、並びに品名、数量、施設の配置及び災害の態様を報告

するなどし、消防機関の行う消火活動に協力する。 

(2) 高圧ガス施設 

① ガスの安全な場所への移動等安全措置 

製造施設が危険な状態となったときは、直ちに作業を中止し、設備内のガスを安全な場所

に移し、又は放出する。 

また、充てん容器が危険な状態となったときは、直ちにこれを安全な場所に移す、又は水

（地）中に埋める等の安全措置を講ずる。 

② 事故等発生に係る県等への通報 

県、警察、消防に事故発生について直ちに通報するとともに、必要があると認めるときは、

付近の住民に避難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し、又は波及するおそれがあるときは、第四管区海上保安本部に

通報する。 

(3) 火薬類施設 

① 火薬類の安全な場所への移動等の安全措置 

火薬類を安全地域に移す余裕のある場合には、これを移し、かつ見張人をつける。 

また、移す余裕のない場合は、水中に沈め、あるいは火薬庫の入口を密閉し、防火の措置

を講ずる等、安全な措置を講ずる。 

② 事故等発生に係る警察等への通報 

警察署及び消防署に、事故等発生について直ちに通報するとともに、必要があると認める

ときは、周辺の住民に避難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し、又は波及するおそれがあるときは、第四管区海上保安本部に

通報する。 
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(4) 毒劇物施設 

① 毒物劇物等化学薬品類の安全な場所への移動等の安全措置 

施設が危険な状態になったときは、直ちに毒物劇物等化学薬品類等を安全な場所に移動、

あるいは注水冷却する等の安全措置を講ずる。 

② 事故等発生に係る保健所等への通報 

保健所、警察署、消防機関に、事故等発生について直ちに通報するとともに、必要がある

と認めるときは、周辺の住民に避難するよう警告する。 

また、海域に災害が波及し又は波及するおそれがあるときは、第四管区海上保安本部にも

通報する。 

③ 自衛消防組織その他の要員による初期消火活動 

自衛消防組織その他の要員による、初期消火活動を実施するとともに、必要に応じ、他の

関係事業所の応援を得て延焼防止活動を実施する。 

なお、消火活動等を実施するにあたっては、海上への波及防止並びに河川・農地等への流

出被害防止について、十分留意して行う。 

④ 消防機関の受け入れ 

消防機関の到着に際しては、進入地点に誘導員を配置して消防機関を誘導するとともに、

爆発性、引火性・有毒性物品の所在、並びに品名、数量、施設の配置及び災害の態様を報告

するなど、消防機関の行う消火活動に協力する。 

 (5) 放射性物質施設（放射性物質の使用者、販売者、廃棄事業者等） 

① 事故等発生時の通報 

 放射性物質の使用者、販売者及び廃棄業者並びにこれらの者から放射性物質の運搬を委託

された者は、その所持する放射性物質の事故等が発生した場合は、速やかに次の機関に通報

する。 

ア 所轄保健所 

イ 所轄警察署 

ウ 所轄消防本部又は消防署 

エ 市町役場 

② 汚染区域の拡大防止措置 

 放射性物質の使用者、販売者及び廃棄業者並びにこれらの者から放射性物質の運搬を委託

された者は、その所持する放射性物質の事故が発生した場合は、速やかに汚染区域の拡大防

止措置を行う。 

(6)  ばい煙発生施設、排水施設等 

① 事故状況等の報告 

工場・事業場のばい煙発生施設、排水施設等に事故が生じた場合は、設置者は速やかにそ

の事故の状況及び講じた措置の概要を県に対し報告する。 

② 緊急の防災措置 

事故発生時には、設置者は速やかに被害拡大防止のための緊急の防災措置をとり、住民の

健康の保護と生活環境の保全に必要な措置を講ずる。 
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  第２節 航空機・列車事故等突発的災害への対策（事故２） 

【主担当部】：防災対策部 

 

第１項 活動方針  

○ 航空機の墜落炎上や列車の追突及び脱線事故等、突発的災害により、多数の死傷者が発生した

場合における被災者及び周辺住民の救出・救助活動とその支援活動を実施する。 

 

第２項 事故等発生時の主要対策項目 

対策(活動)項目 主担当部 活動開始(準備)時期等 重要な収集情報(収集先) 

警察による初動

措置 
警察本部 

【発災直後】 

事故発生情報を確認後速や

かに 

・事故発生情報（各関係

機関、市町） 

活動体制の確立 防災対策部 

【発災後１時間以内】 

事故の状況を確認後速やか

に 

・事故発生情報（各関係

機関、市町） 

応急対策活動 

防災対策部 

警察本部 

医療保健部 

【発災後１時間以内】 

事故の状況を確認後速やか

に 

・事故発生情報（各関係

機関、市町） 

・自衛隊災害派遣要請

（市町） 

・応援要請（市町） 

・事故状況等（各関係機

関、市町） 

※「活動開始（準備）時期等」の時間は、対策（活動）を開始する時期の目安である。 

 

第３項 対策 

■県が実施する対策 

１ 平素からの防災体制の整備（防災対策部） 

  航空機の墜落炎上や列車の追突及び脱線事故等、突発的事故災害が発生した場合に備え、被害

拡大の抑止に向けた活動体制を整備するとともに、平素から防災機関との協力体制の確立に努め

る。 

  また、過去の事故事例の収集と分析を行い、発生時に迅速的確に対応できる体制づくりを行う。 

 

２ 事故等発生時の対応 

  (1) 警察による初動措置（警察本部）  

事故等災害が発生した場合は、次の初動措置を行う。  

     ア 情報収集 

   イ 救出救護 

    ウ 事態の収拾 

    エ 交通対策 

    オ 初動捜査 

    カ その他の必要な初動措置 
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(2) 活動体制の確立（防災対策部） 

    航空機の墜落炎上や列車の追突及び脱線、船舶の沈没事故等の災害が発生した旨の通報を受

けた場合は、速やかに情報収集を行い、知事が必要と認めた場合には県災対本部を設置して、

適切な配備体制を敷くとともに、県災対本部を設置した場合には、国（消防庁）へ報告する。 

    また、必要に応じて現地災害対策本部を設置する。 

(3) 応急対策活動 

① 災害情報の収集及び伝達（防災対策部、警察本部） 

    県は、迅速的確な応急対策を実施するため、関係事業者や国土交通省大阪航空局、中部運

輸局、第四管区海上保安本部、市町（消防本部）などから、災害状況の早期把握に努めるこ

ととし、必要に応じてヘリコプター（県防災ヘリ、県警ヘリ）による情報収集を行う。 

    なお、収集した情報は国（消防庁）へ報告を行う。 

  ② 自衛隊の災害派遣要請（防災対策部） 

     知事は、航空機事故、列車事故等の規模や収集した被害情報から自衛隊の派遣要請の必要

性を判断した場合は、災害派遣要請を行う。 

③ 消防救急活動及び救助活動の支援（防災対策部） 

       市町からの要請等、必要に応じて次の支援活動を実施する。 

ア 被災地以外の市町への応援要請 

イ 国への緊急消防援助隊の応援要請 

ウ 協定に基づく他県等への応援要請 

   ④ 医療・救護活動の支援（防災対策部、医療保健部） 

   市町からの要請等、必要に応じて次の支援活動を実施する。 

ア 三重ＤＭＡＴ、日赤救護チームへの応援出動の要請 

イ 医師会等への応援出動の要請 

    ウ 負傷者の搬送及び搬送応援の要請 

  ⑤ その他の応急対策   

     上記以外の応急対策についても、必要に応じて、迅速かつ的確に実施する。 

 

■市町が実施する対策 

１ 事故等災害発生時の対応 

(1) 活動体制の確立 

    市町は、航空機の墜落炎上や列車の追突及び脱線事故等の災害が発生した旨の通報を受けた

場合は、速やかに情報収集をはじめとする初動体制の確立を図るとともに、消火、救助活動を

行うための資機材の整備に努め、災害の特性に合わせた臨機応変な活動体制をとる。 

また、市町長が必要と認めた場合は、市町災害対策本部を設置して、適切な配備体制を敷く

とともに市町災対本部を設置した場合には、県（防災対策部）へ報告する。 

また、必要に応じて、現地災害対策本部を設置する。 

(2) 応急対策活動 

     市町は必要に応じて次の応急対策活動を実施する。 

     また、これら以外の応急対策活動についても必要に応じて迅速かつ的確に実施する。 

   ① 被害情報の収集 

    ② 消防応急活動及び救助活動    

   ③ 医療・救護活動      

   ④ 被災者及び地域住民の避難対策活動 

   ⑤ 自衛隊災害派遣要請の要求及びその他の応援要請  



第６部 事故等による災害対策 

第１章 重大事故等対策 

 

412 

 

【市町地域防災計画記載検討項目】 

＜事故等災害発生時の対応＞ 

(1) 活動体制の確立 

(2) 応急対策活動 

(3) その他必要な事項 

 

■その他の防災関係機関が実施する対策 

１ 事故等災害発生時の対応 

(1) 活動体制の確立、情報収集 

国土交通省大阪航空局中部空港事務所、中部運輸局、第四管区海上保安本部等の防災関係機

関は、航空機の墜落炎上や列車の追突及び脱線事故等の事故災害が発生した旨の通報を受けた

場合、又はその発生を確認した場合は、速やかに情報収集、又は状況把握を行い、必要に応じ

て適切な配備体制を敷くとともに、関係機関と情報共有を図り、災害の特性に合わせて臨機応

変な活動体制をとる。 

(2) 応急対策活動 

国土交通省大阪航空局中部空港事務所、中部運輸局、第四管区海上保安本部等の防災関係機

関は、必要に応じて適切な応急対策活動を実施する。 

 

■事業者が実施する対策 

１ 鉄道事業者における措置 

（1）県、中部運輸局又は国土交通省への連絡 

大規模鉄道災害が発生した場合は、被害内容の把握等、迅速な情報の収集に努め、速やかに県、

警察、市町、中部運輸局又は国土交通省に連絡する。 

（2）関係列車の非常停止及び乗客の避難 

大規模鉄道災害が発生した場合は、災害の拡大の防止のため、速やかに関係列車の非常停止及

び避難の手配、乗客の避難等の必要な措置を講ずる。 

（3）救助・救急活動及び消防活動 

大規模鉄道災害発生直後における負傷者の救助・救急活動、初期消火活動に努めるとともに、

救助・救急活動及び消防活動を実施する各機関に可能な限り協力するよう努める。 

（4）代替交通手段の確保 

大規模鉄道災害が発生した場合は、他の路線への振り替え輸送、バス代行輸送等代替交通手段

の確保に努める。 

（5）鉄道施設の応急措置 

鉄道施設の応急措置について、必要な措置を講ずる。 

（6）他の鉄道事業者への応援要請 

応急工事等の実施が困難な場合、他の鉄道事業者へ要員、資機材の確保の応援を要請する。 
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第３節 海上災害への対策（事故 3） 

【主担当部】：防災対策部、警察本部、環境生活部、農林水産部、県土整備部 

 

第１項 活動方針 

○ 船舶の火災、衝突、沈没などの海難事故により多数の遭難者が発生した場合における遭難者の救

出・救助活動並びに油（危険物を除く）及び有害液体物質の流出事故が発生した場合における周辺地

域の人命、財産等を災害から保護する。 

 

第２項 事故等発生時の主要対策項目 

対策(活動)項目 主担当部 
活動開始(準備)時期

等 
重要な収集情報(収集先) 事故の種別 

情報の収集及

び関係機関へ

の連絡 

防災対策部 

【発災直後】 

事故発生情報を確認

後速やかに 

・事故発生情報（海上保安

庁、各関係機関、市町） 
共通 

災害対策本部

の設置 
防災対策部 

【発災後１時間以内】 

災対本部設置の必要

性が認められたとき 

・事故の規模、流出油、火災

等に関する情報（海上保安

庁、各関係機関、市町） 

共通 

連絡調整本部

との連携 
防災対策部 

【発災後１時間以内】 

連絡調整本部が設置

されたとき 

・連絡調整本部設置情報（海

上保安庁） 
油等流出 

事故現場にお

ける情報収集 
警察本部 

【発災後 1時間以内】 

関係機関による調整

後速やかに 

・事故の規模、流出油、火災

等に関する情報（現場警察

官、市町等） 

共通 

ヘリコプター等

による救出救助

及び応急対策

活動 

防災対策部 

医療保健部 

警察本部 

【発災後 1時間以内】 

関係機関による調整

後速やかに 

・事故の規模、流出油、火災

等に関する情報（海上保安

庁、各関係機関、市町） 

共通 

避難誘導、警

戒区域の警戒 
警察本部 

【発災後 3時間以内】 

現場の状況を確認

後、速やかに 

・流出油、火災等に関する情

報（海上保安庁、各関係機

関、市町） 

油等流出 

交通規制 警察本部 

【発災後 3時間以内】 

現場の状況を確認

後、速やかに 

流出油、火災等に関する情報

（海上保安庁、各関係機関、

市町） 

油等流出 

必要資機材確

保等の応援要

請への対応 

防災対策部、

農林水産部、

県土整備部 

【発災後12時間以内】 

要請を確認後、速や

かに 

・資機材確保要請等情報（海

上保安庁、各関係機関、市

町） 

油等流出 
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自衛隊、他県

等に対する応

援要請 

防災対策部 

【発災後12時間以内】 

市町からの要請確認

後、速やかに 

・自衛隊等派遣要請（市町） 共通 

漂着油等の防

除活動への協

力 

農林水産部、

県土整備部 

【発災後12時間以内】 

火災等のおそれがな

いことを確認次第 

・流出油等に関する情報（海

上保安庁、各関係機関、市

町） 

油等流出 

ボランティアの

受け入れ 

防災対策部、

環境生活部 

【発災後24時間以内】 

関係機関等による防

除作業の処理不足が

判明したとき 

・流出油等に関する情報（海

上保安庁、各関係機関、市

町） 

油等流出 

※「活動開始（準備）時期等」の時間は、対策（活動）を開始する時期の目安である。 
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第３項 対策 

■計画関係者共通事項等 

１ 情報の伝達 

(1) 関係機関への連絡 

ア 多数の遭難者を伴う船舶事故 
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イ 油等流出事故（海上での災害） 

 

※ 
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ウ 油等流出事故（陸上での災害） 

 
                                                                                                                

                                                                        

                                                                        

                                                                                

                                                                                                    

                                                                                                   

                                                                                                     

                                                                                                    

                                                                                                   

 

 

 

 

 

 

 

※ 
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(2) 一般への周知 

ア 船舶への周知 

 防災関係機関は、災害が発生し又はその波及が予想される場合、海上における船舶の安

全を図るため、災害の状況並びに安全措置について、おおむね次の区分により一般船舶に

対し、周知に努める。 

 

機  関  名 周 知 方 法 対象船舶 

第四管区海上保安本部 

関 係 海 上 保 安 部 

放送局（ＮＨＫ・民放） 

関 係 海 上 保 安 部 

関 係 警 察 署 

無 線 通 信 ・ 電 話 

〃 

ラジオ・テレビ放送 

船舶拡声器による放送 

〃 

付近船舶

〃 

〃 

港内船舶 

〃 

 

イ 周辺住民への周知 

  防災関係機関は、周辺住民及び施設等に災害が波及し、又は波及することが予想される

場合、人心の安定と施設の安全措置を図るため、次の区分により周知に努める。 

機  関  名 周 知 方 法 周 知 事 項 

関係市町（消防機関） 

関 係 警 察 署 

関 係 海 上 保 安 部 

放送局（ＮＨＫ・民放） 

広報車からの放送等 

〃 

巡視船艇からの放送 

テレビ・ラジオ放送 

１ 災害の状況 

２ 防災活動の状況 

３ 火気使用制限、禁止及び交通規制、

通行禁止等の措置 

４ 避難準備等一般的注意事項 

５ その他必要事項 

 

２ 応急対策活動 

防災関係機関は、相互間の連絡を密にし、次により応急対策を実施する。 

① 総合的応急対策の実施並びに災害救助活動の総合調整並びに統制 

② 災害情報の交換 

③ 関係機関に対する協力要請 

④ 油吸着材、油処理剤及び油回収船による油処理 

⑤ オイルフェンス展張による拡散防止 

⑥ 消火 

⑦ 防災資材の輸送 

また、油等流出事故においては、必要に応じ「伊勢湾排出油等防除協議会」、「四日市港湾災害

対策協議会」、「鳥羽地区排出油等防除協議会」、「尾鷲湾排出油等防除協議会」等の組織の効果的

な運営を図る。 

 

３ 事故等発生時の対応 

 船舶の火災、衝突、沈没等海難事故が発生した場合の乗員、乗客等の救出、流出した油等の防

除活動について、次により実施する。  

(1) 実施機関 

   県及び市町、第四管区海上保安本部、指定海上防災機関、港湾管理者等は、人命の救助、避

難誘導などそれぞれ必要に応じ、必要な協力を行う。 
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(2) 救助救出並びに防除活動の分担 

   海難船舶等は、第四管区海上保安本部への通報を行ったうえで、救助救出活動を実施すると

ともに、流出油等の拡大防止及び回収作業を実施する。また、必要に応じ、第四管区海上保安

本部長を通じて自衛隊に対して災害派遣要請を行う。 

 

４ 流出油等防除応急対策活動 

 船舶又は海洋施設及び陸上施設等から、石油等及び有害液体物質が流出又は流出のおそれのある

場合（以下「流出油等」という。）の防除活動について、次により実施する。  

(1) 実施機関 

 流出油防除等の活動にあたっては、県及び市町、第四管区海上保安本部、指定海上防災機関、

港湾管理者等は、それぞれ必要に応じ、必要な協力を行う。 

なお、必要に応じ「伊勢湾排出油等防除協議会」、「四日市港湾災害対策協議会」、「鳥羽地区排

出油等防除協議会」、「尾鷲湾排出油等防除協議会」等の組織の効果的な運営を図る。 

また、県及び第四管区海上保安本部は、各防災関係機関の応急対策を円滑に進めるため、必要

に応じ応急対策全般に係わる連絡調整を行う連絡調整本部を海上保安庁、県、沿岸市町、警察、

消防、自衛隊、その他関係機関で協議のうえ設置する。 

なお、この連絡調整会議は、国に警戒本部が設置された場合は、原則として第四管区海上保安

本部に設けられる連絡本部に包括される。 

連絡調整本部の設置場所は、海上保安部もしくは災害現場又は災害現場付近の公共施設等とし、

各防災関係機関は連絡調整本部に職員を派遣し、迅速かつ的確な応急対策を実施する。 

(2) 防除活動の分担 

① 海上における防除活動の分担 

流出油等があった船舶等は、第四管区海上保安本部への通報を行うとともに、流出油等の

拡大防止及び回収作業を実施する。また、必要があると認められるときは、指定海上防災機

関に、防除措置を依頼する。 

第四管区海上保安本部は、流出油等の拡大防止措置を講ずるとともに、船舶所有者等に、

防除措置の指示、命令を行い、さらに、海上での火気使用禁止、危険海域の設定及び海上安

全等に必要な指示、措置を行う。 

 なお、緊急に防除措置を講ずる必要がある場合において、防除措置を講ずべき者がその措

置を講じていないと認められるとき、又はその措置を講ずることを命令するいとまがないと

認められるときは、必要と認める防除措置を講ずるべきことを、指定海上防災機関に対し指

示することができる。また、必要に応じ、自衛隊に対して災害派遣要請を行う。 

② 陸上における防除活動の分担 

消防機関は、防除活動を指示するとともに、必要に応じ流出油等の状況を第四管区海上保

安本部に連絡する。 

また、第四管区海上保安本部は、消防機関との連携を密にし、必要に応じ海上警戒を行う。 

 

■県が実施する対策 

１ 平時の対策 

(1) 防災体制の整備（防災対策部） 

 船舶の火災、衝突、沈没等船舶海難その他原因（大型客船による原因不明の傷病者発生事案）

により多数の死者、行方不明者等の発生、船舶又は陸上施設からの油、有害物資の流出が発生

した場合に備え、乗船者の救出救助並びに沿岸地域の住民等に対する被害の拡大抑止に向けた

活動体制を整備するとともに、平素から防災機関との協力体制の確立に努める。 
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  また、過去の事故事例の収集と分析を行い、発生時に迅速的確に対応できる体制づくりを行

う。 

    ①  発災時に安否情報の収集・精査等を行う場合に備え、市町と連携の上、あらかじめ一連

の手続き等について整理し明確にしておくよう努めるものとする。 

     ②  救助関係機関等の保有する救助用資機材の保有状況を把握するとともに、平時からの情

報交換を行い、適切な救助・救急用資機材の活用を図るものとする。 

     ③  第四管区海上保安本部や消防等救助関係機関と医療機関、事業者等と医療機関及び医療

関係機関相互の連絡体制等救助機関と医療機関の連絡・連携体制の整備を図る。 

     ④  中部運輸局（海運事務所）、大型客船、遊覧船、遊漁船等を運航する事業者との情報交換

を行い、多数の乗客等を乗船している船舶の把握に努める。 

(2) 防災設備及び防災資機材等の整備（防災対策部、農林水産部、県土整備部） 

 災害が発生した場合の被害の拡大を防止するため、必要に応じ、設備及び資機材を備蓄・整

備・点検するとともに、特に次に掲げる資機材については、その増強に努める。 

  ①  化学消火剤、オイルフェンス、油処理剤及び油吸着剤等 

  ②  油回収器、照明機器、通信機器、ガス検知器（可燃性ガス及び有毒性ガス用）、耐熱防火

衣及び空気又は酸素呼吸器等 

(3) 防災訓練の実施（防災対策部、農林水産部、県土整備部、警察本部） 

 災害の拡大防止方法を演習し、防災活動の迅速かつ的確な実施と相互の有機的連携を図るた

め、海上災害に対する総合的な防災訓練を実施するよう努める。 

(4) 調査研究の実施（防災対策部、農林水産部、県土整備部） 

 防災活動の円滑な実施を図るため、次の資料を整備し、その充実を図る。 

    ①  災害発生状況及び災害の訓練等に関する資料の整備 

    ②  災害発生の予想に関する資料（気象、海象等に起因する災害の種類、発生時期及び程度

の予想並びに判断のための諸資料）の整備 

③ 港湾状況の調査（特に避難港、避泊地、危険物の荷役場所、貯木場及びはしけ溜り等に

おける防災対策調査） 

④ 防災施設、資機材等の種類・分布状況の調査 

(5) 危険物積載船舶等の対策（防災対策部、県土整備部） 

 海上災害に対する防災意識の高揚を図るため、海上保安部が実施する指導啓発等に協力する。 

(6) 海上防災思想の普及、海上安全防災対策に関する指導、育成（防災対策部） 

 海上防災活動を行うための必要な知識を身につけるため、各種機関の行う研修、訓練等を活

用するなどの職員教育を行う。 

 

２ 多数の遭難者を伴う船舶事故等発生時の県の措置 

(1) 災害情報の収集及び関係機関への連絡（防災対策部） 

     迅速的確な応急対策を実施するため「計画関係者共通事項等 １ 情報の伝達」に定める情報

伝達経路により、情報の収集及び関係機関等への伝達を行うほか、必要に応じてヘリコプターに

よる情報収集を行う。 

(2) 活動体制の確立（防災対策部） 

     船舶の火災、衝突、沈没事故等により多数の死傷者や行方不明者が発生する事故、又は何らか

の原因により船舶内に多数の傷病者が発生した旨の通報を受けた場合は、速やかに情報収集を行

うほか、第四管区海上保安本部に海難事故等対策本部が設置された場合又は知事が必要と認めた

場合には県災対本部を設置しその旨を国（消防庁）へ報告するとともに、適切な配備体制を敷く。 

    また、必要に応じて現地災害対策本部を設置する。 
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(3) 海難事故等対策本部との連携（防災対策部） 

      第四管区海上保安本部に海難事故対策本部等が設置されたとの連絡があった場合、各防災関係

機関の応急対策を円滑に進めるため、同本部に連絡員を派遣し、密接な連携のもとに防除活動の

実施を図る。 

(4) 防災ヘリコプター等による応急対策活動（防災対策部） 

    防災航空隊は救急救助活動、消防活動等の応急対策活動を実施する。 

(5) 応援派遣要請 

    ①  自衛隊の災害派遣要請（防災対策部） 

          知事は、収集した事故の規模、被害情報から自衛隊の派遣要請の必要性を判断した場合は、

災害派遣要請を行う。 

  ②  消防救急活動及び救助活動の支援（防災対策部） 

        市町からの要請等、必要に応じて次の支援活動を実施する。 

         ア 事故発生地以外の市町への応援要請 

         イ 国への緊急消防援助隊の応援要請 

         ウ 協定に基づく他県等への応援要請 

    ③  医療・救護活動の支援（防災対策部、医療保健部） 

        市町からの要請等、必要に応じて次の支援活動を実施する。 

         ア 医療従事者の応援派遣 

         イ 日赤、医師会等への応援出動の要請 

         ウ 負傷者の搬送及び搬送応援の要請 

    ④  民間救助機関への救助要請 

        多数の遭難者の救出救助にあたり、三重県水難救済会への救助要請を検討する。 

 （6）被害者の支援 

   事業者からの申し出や被害の状況等をふまえ、可能な範囲で被害者の支援に協力する。 

 

３ 油等流出事故等発生時の県の措置 

(1) 連絡調整本部との連携（防災対策部） 

      各防災関係機関の応急対策を円滑に進めるため、第四管区海上保安本部もしくは災害現場又は

災害現場付近の公共施設等に調整本部等が設置された場合は、同本部に連絡員を派遣し、密接な

連携のもとに防除活動の実施を図る。 

(2) 必要資機材確保等の応援要請への対応（防災対策部、農林水産部、県土整備部） 

      第四管区海上保安本部又は市町から、化学消火薬剤等必要資機材の確保等について支援の要請

があった場合は、その確保に努める。 

      また、第四管区海上保安本部、市町及び漁業協同組合等から、オイルフェンス、油処理剤等排

出油等防除資材の要請があった場合は、県保有の資機材の提供や、関係機関、民間企業の備蓄資

機材の調達についてあっせんするよう努める。 

(3) 漂着油等の防除活動への協力（農林水産部、県土整備部） 

      発災事業所・船舶等及び沿岸市町等の行う漂着油等の防除活動に協力、指導を行うとともに、

必要に応じ港湾・漁港管理者として防除活動を実施する。 

(4) ボランティアの受け入れ（防災対策部、環境生活部） 

      通常の行政のシステムや処理能力では十分な対応が実施できないと認められる場合は、流出油

等を防除するためのボランティアを受け入れ、防除作業を実施する。 
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４ 警察の措置 

(1) 事故現場における情報収集 

警察官を事故現場等に派遣し、又は必要に応じ警察用航空機等を活用し、被害状況等の情報

収集を実施する。 

(2)  救出救助活動 

関係機関と連携し、被災者の救出救助活動を実施する。 

(3) 避難誘導、警戒区域の警戒 

危険物が大量に流出した場合、沿岸における漂着物の調査及び監視を行い、関係機関と連携

し、避難誘導、警戒区域の警戒を実施する。 

(4) 交通規制 

必要に応じ、事故発生場所及びその周辺の交通規制を実施する。 

   

■市町が実施する対策 

１ 平時の対策 

(1) 防災設備及び防災資機材等の整備 

「＜県が実施する対策＞  １ 平時の対策 (1) 防災設備及び防災資機材等の整備」に準ず

る。 

(2) 防災訓練の実施 

「＜県が実施する対策＞ １ 平時の対策 (2) 防災訓練の実施」に準ずる。 

(3) 調査研究の実施 

「＜県が実施する対策＞ １ 平時の対策 (3) 調査研究の実施」に準ずる。 

(4) 危険物積載船舶等の対策 

「＜県が実施する対策＞ １ 平時の対策 (4) 危険物積載船舶等の対策」に準ずる。 

 

 ２ 多数の避難者を伴う船舶事故等の発生時の市町の措置 

  (1) 活動体制の確立 

      市町は、船舶の沈没事故等の災害が発生した旨の通報を受けた場合は、速やかに情報収集をは

じめとする初動体制の確立を図るとともに、消火、救助活動を行うための資機材の整備に努め、

災害の特性に合わせた臨機応変な活動体制をとる。 

      また、市町長が必要と認めた場合は、市町災害対策本部を設置して、適切な配備体制を敷くと

ともに市町災対本部を設置した場合には、県（防災対策部）へ報告する。 

      また、必要に応じて、現地災害対策本部を設置する。 

  (2) 応急対策活動 

      市町は必要に応じて次の応急対策活動を実施する。 

      また、これら以外の応急対策活動についても必要に応じて迅速かつ的確に実施する。 

      ① 被害情報の収集 

      ② 医療・救護活動 

      ③ 被災者及び地域住民の避難対策活動 

      ④ 自衛隊災害派遣要請の要求及びその他の応援要請 

  (3) 被害者の支援 

   事業者からの申し出や被害の状況等をふまえ、可能な範囲で被害者の支援に協力する。 
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３  油等流出事故等発生時の市町の措置 

 (1) 連絡調整本部との連携 

      各防災関係機関の応急対策を円滑に進めるため、第四管区海上保安本部もしくは災害現場又は

災害現場付近の公共施設等に調整本部等が設置された場合は、同本部に連絡員を派遣し、若しく

は都道府県を通じ、密接な連携を図る。 

 (2) 応急対策活動  

      ① 沿岸に漂着した流出油等の除去・回収等活動及び連絡調整 

      ② 災害情報の収集及び伝達 

      ③ 住民に対する広報 

   ④ 避難の指示等及び誘導 

      ⑤ 防災資機材の調達搬入 

      ⑥ 他市町に対する応援要請 

      ⑦ 県に対する自衛隊の派遣要請の要求 

      ⑧ その他の災害の規模に応じた措置 

 

４ 消防本部の措置 

① 災害情報の収集及び伝達 

② 陸上での火気使用禁止措置 

③ 流出油等拡大防止の指示及び危険区域の設定 

④ 人命救助及び負傷者等の救急搬送 

⑤ 第四管区海上保安本部との連絡調整 

⑥ その他の災害の規模に応じた措置 

 

【市町地域防災計画記載検討項目】 

＜平時の対策＞ 

(1) 防災設備及び防災資機材等の整備 

(2) 防災訓練の実施 

(3) 調査研究の実施 

(4) 危険物積載船舶等の対策 

(5) その他必要な事項 

＜事故等発生時の措置＞ 

(1) 流出油等の除去・回収等活動及び連絡調整 

(2) 災害情報の収集及び伝達 

(3) 住民に対する広報 

(4) 避難の指示等及び誘導 

(5) 防災資機材の調達搬入 

(6) 他市町に対する応援要請 

(7) 県に対する自衛隊の派遣要請の要求 

(8) その他必要な事項 
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■その他の防災関係機関が実施する対策 

１  第四管区海上保安本部の措置 

① 災害情報の収集及び伝達 

② 海上での消火及び火気使用禁止措置 

③ 船舶の航行及び停泊禁止区域の設定及び警戒 

④ 流出油等の拡大防止措置 

⑤ タンカーの船長がとるべき措置の指示 

⑥ 流出油等に対し、措置義務者に除去を命ずる等必要な措置 

⑦ 危険区域内及びその付近の船舶に対する避難、立ち退き及び航行の制限又は禁止措置 

⑧ 消防機関との連絡調整 

⑨ 人命救助及び負傷者等の救急搬送 

⑩ 協議会に対する協力要請 

⑪ 自衛隊の災害派遣要請 

⑫ その他の災害の規模に応じた措置 

 

２ その他の防災関係機関の措置 

自らの所管する防災対策を講ずるとともに、関係機関の応急対策に協力する。 

 

■原因者等が実施する対策 

１ 多数の遭難者を伴う船舶事故等発生時の原因者等の措置 

 （1）県、第四管区海上保安本部、中部運輸局又は国土交通省への連絡 

      大規模な船舶事故が発生した場合は、被害内容の把握等、迅速な情報の収集に努め、速やかに

県、警察、市町、第四管区海上保安本部、中部運輸局又は国土交通省に連絡する。 

 （2）救助・救急活動及び消防活動 

      大規模船舶災害発生直後における負傷者の救助・救急活動に努めるとともに、救助・救急活動

及び消防活動を実施する各機関に可能な限り協力するよう努める。 

 （3）被害者の支援 

      事故災害の発生による乗客の被害者等に対する情報提供等の支援を行う。（国土交通省公共交

通事故被害者支援室作成、被害者等支援計画作成ガイドラインによる） 

 

２  油等流出事故等発生時の原因者等の措置 

 （1）県、第四管区海上保安本部、中部運輸局又は国土交通省への連絡 

      大規模な船舶事故が発生した場合は、被害内容の把握等、迅速な情報の収集に努め、速やかに

県、警察、市町、第四管区海上保安本部、中部運輸局又は国土交通省に連絡する。 

 （2）応急対策活動 

 ① 流出源の閉止及び拡大防止措置 

 ② 火気使用禁止措置 

 ③ 事業所内での危険区域の設定 

 ④ 住民に対する広報活動 

 ⑤ 流出油等の回収措置 

 ⑥ 周辺事業所、他の事業所への通報及び協力要請 

 ⑦ その他の災害の規模に応じた措置 

 （3）被災者の支援 

 事故災害の発生による被害者等に対する情報提供等の支援を行う。 
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第４節 原子力災害対策（事故 4） 

【主担当部】：防災対策部、医療保健部、環境生活部、農林水産部、雇用経済部 

 

第１項 活動方針 

○ 本県は県内に原子力発電所又は原子炉施設（以下、「原子力発電所等」という。）は立地してお

らず、予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary Action Zone・原子力施設から

概ね半径５ｋｍ）及び緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ:Urgent Protective Action 

Planning Zone・原子力施設から概ね半径３０ｋｍ）にも含まれていない。しかしながら、平成

２３年３月１１日に発生した東日本大震災に起因する東京電力株式会社福島第一原子力発電所

の事故による放射性物質の拡散状況を考慮すると、県境から概ね７０ｋｍの位置にある関西電力

株式会社美浜原子力発電所や概ね１００ｋｍの位置にある中部電力株式会社浜岡原子力発電所

を始めとする福井県及び静岡県内の原子力発電所等において、原子力緊急事態が発生した場合に

備えて対処できる体制を整備することが必要である。 

○ 今後も、国による原子力災害対策指針の見直し等の動向を注視し、随時、本対策の見直しを行

なうこととする。 

 

第２項 事故等発生時の主要対策項目 

対策（活動）項目 主担当部 活動開始（準備）時期等 重要な収集情報（収集先） 

災害情報の収集・

伝達・広報 
防災対策部 

【発災１時間以内】 

発災後速やかに 

・原子力施設の災害情報

（国、原子力事業者、関係

都道府県等） 

環境放射能モニタ

リングの実施 

防災対策部 

医療保健部 

【発災１時間以内】 

発災後速やかに 

・モニタリング情報（国、

原子力事業者、関係都道府

県等） 

防護措置 

防災対策部 

医療保健部 

環境生活部 

農林水産部 

モニタリング等の情報に

より防護措置が必要とな

った時 

・モニタリング情報（国、

原子力事業者、関係都道府

県、医療保健部） 

放射性物質におけ

る環境汚染への対

処 

関係各部 
放射性物質による環境汚

染が発生した時 

・モニタリング情報（国、

原子力事業者、関係都道府

県、医療保健部） 

県外からの避難受

入 
防災対策部 

避難受入れ要請を受けた

時 

・避難受入れ要請（関係都

道府県、国） 

風評被害等の軽減 

農林水産部 

雇用経済部 

観光部 

風評被害等の影響が予見

される時 

・モニタリング情報（国、

原子力事業者、関係都道府

県、医療保健部） 

心身の健康相談等

の実施 
医療保健部 

県民に健康不安等が生じ

た時 

・モニタリング情報（国、

原子力事業者、関係都道府

県、医療保健部） 
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第３項 対策 

■県が実施する対策 

１ 災害情報の収集・伝達・広報（防災対策部） 

    県は事前に、国、原子力事業者又は放射性物質取扱事業者、気象台、原子力発電所が所在する県

（以下「所在県」という。）及び隣接県等と情報収集、情報交換を行えるよう、次に掲げる体制等

を整備し、対策を実施する。また、収集した情報は、必要に応じて関係市町、関係防災機関及び県

民等へ周知伝達する。 

   なお、県は災害の状況に応じて災害応急対策を円滑に実施するために必要があると認める場合に

は、県災害対策本部を設置し、必要な措置を実施する。 

(1) 原子力事業者との連絡体制 

県は、周辺県にある原子力事業者との間に整備した情報連絡体制に基づき情報収集を行う。 

(2) 三重県原子力災害対策アドバイザー 

    県は必要に応じて、三重県原子力災害対策アドバイザーに協力を依頼し、専門的、技術的立場

からの助言等を求める。 

 

２ 環境放射能モニタリングの実施（防災対策部、医療保健部） 

県は、平時においては環境放射能水準調査による大気中の環境放射線モニタリングを実施し、

緊急時における影響評価に用いるための比較データを収集蓄積するとともに、その結果について

公表を行う。 

緊急時において、国及び原子力事業者等が実施したモニタリング結果を収集するとともに、環

境放射能調査におけるモニタリングを強化し、その調査結果を関係機関、関係市町等に連絡し、

あわせて県民等に情報提供する。 

    

３ 防護措置 

(1) 屋内退避、避難等（防災対策部、医療保健部） 

県は、モニタリング結果や国の指導・助言、指示に基づき、必要に応じて、屋内退避や避難

に関する情報を警察、関係市町等と連携し、県民等に多様な媒体を活用し提供するとともに関

係市町等に対する活動支援を行う。 

また、屋内退避や避難の防護措置と安定ヨウ素剤との併用の在り方について検討する。 

(2) スクリーニング及び除染（防災対策部、医療保健部） 

県は、住民に放射線被ばく及び放射能汚染の可能性が生じた場合に備え、スクリーニング及

び除染等の対応可能な施設等との協力体制を検討し、被ばく及び汚染が生じた場合には、原子

力災害対策指針に基づき、国及び原子力事業者の指示等の下、市町と連携し、スクリーニング

及び除染を行う。 

(3) 水道水・食品の摂取制限等（医療保健部、環境生活部、農林水産部） 

県は、モニタリングの結果及び国からの指示等により、必要に応じて、水道水・食品・農林

水産物中の放射性核種濃度測定を行えるよう体制を整えるとともに、基準値を超えている場合、

水道水については水道事業者と連携して飲用の中止及び給水の確保等の対応、食品については

食品の廃棄・回収、農林水産物については出荷制限や出荷自粛要請等、必要な措置をとる。 

 

４ 放射性物質における環境汚染への対処（関係各部）  

   県はモニタリング等により基準を超える空間放射線量が確認され、県民の被ばくを低減する必

要がある場合について、放射性物質による環境汚染への必要な対策を検討する。 
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５ 県外からの避難受入（防災対策部） 

   県は、県内の避難所を平時から把握し、原子力災害により県境を越える避難者が発生した都道

府県から協議を受けたときは、市町に対し、避難所の開設を要請し、その配分調整を実施すると

ともに、県の有する施設についても、一時的な避難所として提供する。また、避難経由所の設置

を行うとともに、避難所として県の有する施設の提供や市町の支援を行う。 

 

※避難経由所とは、避難者が避難する際に、第一目的地となり、かつ、避難者に避難所を案内す 

る機能等を持たせた場所である。 

  

６ 風評被害等の軽減（農林水産部、雇用経済部、観光部） 

   県は、原子力災害による風評被害の未然防止を図るとともに、影響を軽減するため、市町と連

携し、科学的根拠に基づく広報活動を行い、農林漁業・地場産業の産品、工業品等の適切な流通

等の確保及び観光客の減少防止を図る。 

  

７ 心身の健康相談等の実施（医療保健部） 

   県は、住民の健康不安解消及び住民が被ばくした際の措置をした原子力災害対策指針等に基づ

き、国及び市町とともに、県民等に対する心身の健康相談を実施し、必要に応じ健康調査を行う。 

 

■市町が実施する対策 

１ 災害情報の収集・伝達・広報 

県との情報交換及び協力を密にし、入手した情報を必要に応じて住民及び関係機関へ周知する。 

 

２ 防護措置 

(1) 屋内退避・避難誘導等 

国の指導・助言、指示又は県からの情報に基づき、必要に応じて県及び警察と連携し、住民

への多様な媒体を活用した、屋内退避に関する情報提供又は避難所への避難誘導等の活動を行

う。 

(2)  スクリーニング及び除染 

    被ばく及び汚染が生じた場合には、原子力災害対策指針に基づき、国及び原子力事業者の指

示等の下、県と連携し、スクリーニング及び除染を行う。 

(3) 水道水・食品の摂取制限等 

    県及び国からの指示等により、基準値を超える水道水・食品・農林水産物について、必要な

措置をとる。 

 

３ 放射性物質における環境汚染への対処 

放射性物質による環境汚染に対して、住民の被ばくを低減する必要がある場合について、必要

な対策を検討する。 

 

４ 県外からの避難受入 

県外から原子力災害等により県境を越える避難者の受入要請があった際には、保有する施設を

避難所として設置する。 
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５ 風評被害等の軽減 

県と連携し、原子力災害による風評被害の未然防止を図るとともに、その影響を軽減するため、

農林漁業・地場産業の産品、工業品等の適切な流通等の確保及び観光客の減少防止のための広報

活動を行う。 

 

６ 心身の健康相談等の実施 

住民の健康不安解消及び住民が被ばくした際の措置として、原子力災害対策指針等に基づき、

国及び県とともに、住民等に対する心身の健康相談を実施し、必要に応じ健康調査を行う。 

 

【市町地域防災計画記載検討項目】 

(1) 災害情報の収集・伝達・広報 

(2) 防護措置 

(3) 放射性物質における環境汚染への対処 

(4) 県外からの避難受入 

(5) 風評被害等の軽減 

(6) 心身の健康相談等の実施 

(7) その他必要な事項 

 

■その他の防災関係機関が実施する対策 

１ 津地方気象台の対策 

  津地方気象台は、原子力災害発生時には、原子力発電所等から放出された放射性物質の動きを

予測するため、県に周辺府県の気象状況を提供する。 
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第２章 火災対策 

第１節 大規模火災の対策（事故 5） 

【主担当部】：防災対策部、医療保健部 

 

第１項 活動方針  

○ 大規模な火災による多数の死傷者等の発生を防止するため、防災空間の整備等の予防対策及び

発災時の救助・救援活動や避難誘導等の応急対策の整備を着実に進める。 

 

第２項 事故等発生時の主要対策項目 

対策(活動)項目 主担当部 活動開始(準備)時期等 重要な収集情報(収集先) 

情報の収集・連絡

調整 
防災対策部 

【発災後 1時間以内】 

大規模火災発生後速やか

に 

火災発生状況 

（消防機関、市町） 

消防活動 防災対策部 
【発災後 3時間以内】 

応援が必要と認められるとき 

火災発生状況 

（消防機関、市町） 

救急活動 
防災対策部 

医療保健部 

【発災後 3時間以内】 

救急患者の転院搬送等が

必要なとき 

救急患者の状況（医療機

関等） 

資機材の調達等 防災対策部 
【発災後 6時間以内】 

要請があり次第 

資機材等確保要請 

（市町） 

※「活動開始（準備）時期等」の時間は、対策（活動）を開始する時期の目安である。 

 

第３項 対策 

■県が実施する対策 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 災害予防 

(1) 災害に強いまちづくり（県土整備部） 

  県は、次により、大規模な火事災害の拡大を防ぎ、又は被害を軽減できる災害に強いまちづ

くりを推進する。  

① 避難路、避難地、延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる幹線道路、都市公園、河川、港湾緑

地など骨格的な都市基盤施設及び防災街区の整備 

② 老朽木造住宅密集市街地の解消等を図るための土地区画整理事業の支援 
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③ 市街地再開発事業等による市街地の不焼化促進策の支援 

④ 水面・緑地帯の計画的確保 

⑤ 海水・河川水・下水処理水等を消防水利として活用するための施設の整備 

⑥ 防火地域及び準防火地域の的確な指定による防災に配慮した土地利用への誘導 

 

  また、火災時に消防活動が制約される可能性のある高層建築物、緊急時に速やかな傷病者

の搬送・収容等が必要とされる医療用建築物等について、ヘリコプターの屋上緊急離発着場

又は緊急救助用のスペースの設置を促進するよう努める。 

 (2) 火災に対する建築物の安全化（県土整備部、防災対策部） 

  ① 消防用設備等の整備、維持管理  

建築物等について、法令に適合したスプリンクラー設備等の消防用設備等の設置を促進す

るとともに、当該建築物に設置された消防用設備等については、災害時にその機能を有効に

発揮することができるよう定期的に点検を行うなど適正な維持管理を指導する。 

   ② 建築物の防火管理体制 

建築物等について、防火管理者を適正に選任するとともに、防火管理者が当該建築物につ

いての消防計画の作成、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施等防火管理上

必要な業務を適正に行うなど、防火管理体制の充実を図るよう指導する。 

③ 建築物の安全対策の推進 

不特定多数の者が利用する建築物等の所有者又は管理者に対し、避難経路の確保、防火設

備・排煙設備・非常用照明等の適正な維持管理など、防火・避難対策に関する措置の重要性

について、防災査察時等に周知を図る。 

(3) 消防力の強化（防災対策部） 

  ① 公設消防力の強化 

ア 消防組織の整備充実 

    「消防力の整備指針」（平成 12 年消防庁告示第 1号）に沿い、市町の消防組織の整備充実

を推進する。  

また、消防団員の数は減少傾向にあるので、これを補充強化するための消防団確保対策を

講じるほか、教育訓練の機会を拡充し、資質の向上を図り、青年・女性層の参加を促進する

など消防団組織の活性化に努める。 

イ 消防学校の整備並びに消防教育訓練の充実 

消防学校の整備や消防教育訓練の充実を通じ、消防職員、消防団員等の育成や資質の向上

を図る。 

ウ 消防施設の整備充実 

「消防力の整備指針」及び「消防水利の基準」に沿って、市町の消防機械器具、消防水利

施設等の整備及び充実を促進する。 
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  ② 自衛消防力の強化育成 

消防機関を通じて、防火対象物（消防法第 8条に規定するもの）の関係者に対し、防火管理

者制度への理解を徹底するとともに、火災に対する初期消防体制に万全を期するため、自衛消

防組織の確立と消防用設備等の充実を図る。 

（4）防災知識の普及（防災対策部） 

 ① 火災予防運動の実施 

  県民に火災予防思想と具体的な予備知識を浸透させるため、県と市町が中心となり、関係機

関団体の協力のもと、春秋 2回火災予防運動を県内一斉に実施する。 

 ② 住宅防火対策の推進 

   一般住宅等における火災の未然防止及び火災による被害の軽減を図るため、消防本部等が中

心となり、三重県住宅防火対策推進会議を通じ、住宅用火災警報器等の普及促進、高齢者世

帯の住宅防火診断の実施、火気の取扱い指導、住宅防火啓発活動等の住宅防火対策を推進す

る。 

(5) 特定防火対象物等火災予防対策 

① 特定防火対象物（防災対策部） 

 消防機関を通じて、学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店等の多数の者が出入りし、

勤務し、又は居住する防火対象物には、防火管理者を選任させ、当該防火対象物について消

防計画の作成を徹底させ、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の実施、消防用

設備等の点検及び整備、火気の使用又は取扱いに関する監督、その他防火管理上必要な業務

を行うように消防機関を通じて指導する。 

② 県立学校建物（教育委員会） 

 県立学校の建物については、毎年、消防用設備等点検業務の委託を行い、不良箇所の修繕を

行う。 

③ 文化財（教育委員会） 

 県内の文化財で、防火・防災施設設備を要するものの対策は、収蔵庫、消火栓等の設置・点

検、防火・防災訓練の指導徹底並びに管理者の巡回により、万全を期する。 

(6) 管理体制の整備（県土整備部、警察本部） 

    県及び県警察は、国や市町の道路管理者等を含めて、信号機、情報板等の道路交通関係施設

について災害時の管理体制の整備に努めるものとする。 

 

２ 迅速かつ円滑な災害応急対策 

 (1) 情報の収集・連絡調整（防災対策部、警察本部） 

① 県災対本部の設置 

 県は、知事が必要と認めるときは、県災対本部を設置し、市町、消防本部、警察本部等防災

関係機関から災害情報を収集し、伝達及び総合調整を行う。 
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② ヘリコプター等による状況確認 

必要に応じ、防災ヘリコプター等による災害状況の確認を行う。 

また、県警察本部は、必要に応じ、ヘリコプターテレビシステムにより撮影した現場の映像

を県災害対策本部に配信する。 

③ 防災関係機関との調整 

 県外からの消防機関も含めた応援部隊の効果的な投入や最重要防御地域の選定等について、

消防庁をはじめとした防災関係機関との総合調整を行う。 

④ 火災気象通報の通報 

   消防法第 22 条第１項の規定により、津地方気象台から通報される火災気象通報を防災行政

無線等を用いて市町長等に通報する。 

（2） 消防活動（防災対策部）  

① 県内消防相互応援隊の出動要請 

 被災市町が実施する消防活動の状況により、他市町の応援を必要と認める場合には、消防組

織法第 39 条の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」に基づき、他市町に対

し県内消防相互応援隊の編成・応援出動を要請する。 

なお、被災市町から応援要請があった場合も同様とする。 

② 他府県への応援要請 

 災害の状況により特に必要があると認める場合には、消防組織法第 44 条に基づき、消防庁

長官を通じて、他府県に対し応援を要請する。その手続きは、「三重県における緊急消防援助

隊応援出動及び受援計画」によるものとし、県は消防応援活動調整本部を設置する。 

③ 自衛隊への災害派遣要請 

      空中消火を実施するにあたり、自衛隊の災害派遣を必要とする場合は、第４部 第１章 第

３節「自衛隊及び海上保安庁への災害派遣要請等」に規定する基準に準ずる。 

④ 広域航空消防応援の要請 

 空中消火を実施するにあたり、他の都道府県等の所有の消防・防災ヘリによる広域航空消防

応援を要請することができる。 

 なお、応援を要請する場合は「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要網」（三

重県地域防災計画添付資料参照）による手続により行う。  

 (3) 救急活動（医療保健部、防災対策部） 

① 関係機関との調整 

  被災状況の早期の把握及び災害医療コーディネーターをはじめとする関係機関との総合調

整を行う。 

  救急患者の受入体制や高度な医療が必要な患者の転院搬送等について、医療機関、運輸業者

等との総合調整を行う。 

   市町等からの要請により、重篤患者の緊急搬送及び遠隔地搬送が必要な場合は、ヘリコプタ

ーを活用する。 



 

433 

 

 

 

② 県内市町及び他府県市に対する応援要請 

 他の医療関係機関等の応援を必要と認める場合は、応援協定に基づき、県内市町及び他府県

市に対し応援出動を要請する。 

 (4) 資機材の調達等（防災対策部） 

① 資機材の携行 

 消火・救急活動に必要な資機材は、原則として、当該活動を実施する機関が携行する。 

② 必要な資機材の確保 

  必要に応じて、民間からの協力等により、消火・救急活動のための資機材を確保し、効率的

な消火・救急活動を行う。 

 

■市町が実施する対策――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 災害予防 

(1) 災害に強いまちづくり 

「＜県が実施する対策＞１（1）災害に強いまちづくり」に準ずる。 

なお、火災警報が発せられた場合における火の使用の制限について、市町火災予防条例にお

いてあらかじめ定めておく。 

(2) 火災に対する建築物の安全化 

「＜県が実施する対策＞１（2）火災に対する建築物の安全化」に準ずる。 

(3) 消防力の強化 

① 公設消防力の強化 

ア 消防組織の整備充実 

   「消防力の整備指針」（平成 12 年消防庁告示第 1号）に沿って消防組織の整備充実を図

る。  

また、消防団員の数は減少傾向にあるので、これを補充強化するための消防団確保対策

を立てるほか、教育訓練機会を拡充し資質の向上を図り、青年・女性層の参加を促進する

など消防団組織の活性化を推進する。 

イ 消防施設の整備充実 

「消防力の整備指針」及び「消防水利の基準」に沿って、消防機械器具、消防水利施設等

の整備充実を図る。 

  ② 自衛消防力の強化育成 

消防機関を通じて、防火対象物（消防法第 8条に規定するもの）の関係者に対し、防火管理

者制度の徹底とともに、火災に対する初期消防体制の万全を期するため、自衛消防組織の確立

と消防用設備等の充実を図る。 

（4）防災知識の普及 

 ① 火災予防運動の実施 

「＜県が実施する対策＞１（4）① 火災予防運動の実施」に準ずる。 
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 ② 住宅防火対策の推進 

「＜県が実施する対策＞１（4）② 住宅防火対策の推進」に準ずる。 

③ 立入検査の強化 

  市町、消防機関は、常に当該区域内の防火対象物並びに地域の環境の変化を把握しておくと

ともに、地域別又は用途別に応じて計画的に立入検査を行う。 

  また、防火対象物の消防設備等の設置又は管理に不備が認められる施設に対しては、改善指

導を強力に行う。 

④ 応急手当の普及啓発等 

 市町及び消防組合は、住民に対し応急手当の普及啓発を推進するとともに、救急救命士の育

成及び医師の指示のもとに特定行為を行うことができる認定救急救命士の養成等救急搬送体

制の強化を図る。 

(5) 特定防火対象物等火災予防対策 

① 特定防火対象物 

ア 防火管理者制度の効果的な運用 

「＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (5) 特定防火対象物等火災予防対策 ① 特

定防火対象物」に準ずる。 

イ 立入検査指導の強化 

 市町、消防機関は、特定防火対象物の用途、地域等に応じ立入検査を計画的に行い、常

に所轄区域の特定防火対象物の状態を把握しておくとともに、消防用設備等の設置や管理

面の不備が認められる施設については、設備改善の指導を強化する。 

ウ 防火対象物定期点検報告制度の実施 

消防機関は防火対象物定期点検報告制度により、点検及び報告が義務づけられた一定の防

火対象物について、防火管理の徹底、避難・安全基準の強化等を図る。 

また、同制度による点検済の表示、及び防火優良認定証の表示により利用者への情報提供

を行う。 

さらに、上記以外の防火対象物についても、自主点検による報告制度を推進し、消防法令

を遵守している旨の表示をすることにより、管理権限者の自主的な防火安全対策の向上を図

るとともに利用者への情報提供を行う。 

② 公立学校建物 

「＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (5) 特定防火対象物等火災予防対策 ② 県立

学校建物」に準ずる。 

③ 文化財 

「＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (5) 特定防火対象物等火災予防対策 ③ 文化

財」に準ずる。 
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２ 迅速かつ円滑な災害応急対策 

 (1) 情報の収集・伝達 

 ① 市町災対本部の設置 

 市町は、市町長が必要と認めるときは、市町災対本部を設置し、災害情報の収集、伝達を迅

速かつ的確に行うとともに、関係機関との調整等を円滑に行う。 

 (2) 消防活動 

① 火災警報の発令 

 市町長は、火災気象通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めたと

きは、火災警報を発することができる。 

なお、警報を発したときは火災予防上必要な措置をとる。 

② 消防活動の実施 

       市町の地域内に火災等による災害が発生した場合の消防活動は、当該市町の長又は消防組合

管理者が主体となり、消防機関を動員して実施する。 

        なお、災害の規模が大きく関係機関の支援を必要とする場合は、関係法令の規定により応援

出動を要請するなど、必要な措置を講ずることとする。 

   また、被災市町の長又は消防組合管理者は、消防活動の主体として、管内で火災等の災害が

発生した場合に、住民に対し、出火防止、初期消火活動の徹底を期すよう、あらゆる手段によ

り呼びかけを行うとともに、住民の避難時における安全確保及び延焼防止活動を行う。 

③ 応援要請 

 被災市町の長又は消防組合管理者は、災害の規模が大きく他市町の応援を必要とする場合に、

消防組織法第 39 条及び第 44 条、基本法第 68 条等の規定により、県及び近隣市町に対し応援

出動を要請する。 

なお、被災をしていない市町は、あらかじめ締結している消防相互応援協定の定めるところ、

もしくは県からの要請に基づき、県内消防相互応援隊を編成して応援出動する。  

また、災害が大規模となり、近隣市町の応援のみでは対応できないと判断した場合は、「三

重県内消防相互応援協定」に基づき、県に対し県内消防相互応援隊の出動を要請する。 

  被災市町の長又は消防組合管理者は、災害の状況及び県内の消防応援だけでは、十分な対応

がとれないと判断したときは、速やかに知事に対して、「三重県における緊急消防援助隊応援

出動及び受援計画」に基づき、緊急消防援助隊の応援出動を要請する。 

また、この場合において、知事と連絡がとれない場合には、直接消防庁長官に対して、要請

する。 

(3) 救急活動 

① 救急活動の実施 

 被災市町等は、医療機関、運輸業者等の協力を求めて救急活動を実施する。 

② 応援要請 

 被災市町の長又は消防組合管理者は、多数の傷病者が発生し、他市町の応援を必要と判断し
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た場合は、消防活動と同様に、協定に基づき県及び近隣市町に対し応援出動を要請する。 

なお、あらかじめ消防相互応援協定締結している近隣市町は、当該協定の定めるところによ

り応援出動する。 

また、近隣市町の応援のみでは対応できないほど多数の傷病者が発生した場合には県、市町

及び消防組合により締結している「三重県内消防相互応援協定」に基づき県内相互応援隊の応

援出動を要請する。 

(4) 避難措置 

発災時には、人命の安全を第一に、必要に応じて適切な避難誘導を行う。 

また、必要に応じて避難所を開設する。 

(5) 資機材の調達等 

 「＜県が実施する対策＞ ２ (4) 資機材の調達等」に準ずる。 

 

【市町地域防災計画記載検討項目】 

＜災害予防＞ 

(1) 災害に強いまちづくり 

(2) 火災に対する建築物の安全化 

(3) 消防力の強化 

(4) 防災知識の普及 

(5) その他必要な事項 

＜迅速かつ円滑な災害応急対策＞ 

(1) 情報の収集・伝達 

(2) 消防活動 

(3) 救急活動 

(4) 避難措置 

(5) 資機材の調達等 

(6) その他必要な事項 

 

■その他の防災関係機関が実施する対策――――――――――――――――――――――――――― 

１ 災害予防 

「＜県が実施する対策＞１ 災害予防」に準ずる。 

 

■住民が実施する対策――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 消防活動 

(1) 初期消火活動 

被災地の地元住民や自主防災組織、消防団、企業等は、消防本部の消防隊が到着するまで

の間、可能な限り出火防止、初期消火及び延焼防止に努める。 

 



 

437 

 

 

 

２ 救急活動 

(1) 初期救急活動 

被災地の地元住民や自主防災組織、消防団、企業等は、救急関係機関が到着するまでの間、

可能な限り応急手当の実施に努める。 

 

■参  考――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 火災気象通報 

 消防法第 22 条第１項の規定により津地方気象台から通報される火災気象通報の実施基準は、

津地方気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の基準と同一とする。 

① 三重県における乾燥注意報の基準：北中部、南部ともに、実効湿度が 60％以下で、 

最小湿度 30％以下となる見込み。 

② 三重県における強風注意報の基準：北中部、南部ともに、陸上で最大風速が 13ｍ／ｓ以上

となる見込み。（ただし、実施基準に該当する地域・時間帯で降水（降雪を含む）が予想され

る場合には、通報を実施しないときがある。） 
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第２節 林野火災の対策（事故 6） 

【主担当部】：防災対策部、医療保健部 

 

第１項 活動方針  

○ 林野火災による広範囲にわたる林野の焼失などの被害を防止するとともに、林野火災が発生した場合

にはその被害軽減を図る。 

 

第２項 事故等発生時の主要対策項目 

対策(活動)項目 主担当部 活動開始(準備)時期等 
重要な収集情報(収集

先) 

消防活動 防災対策部 
【発災後 3時間以内】 

応援が必要と認められるとき 

火災発生状況（消防機

関、市町） 

林野火災空中消

火活動 
防災対策部 

【発災後 3時間以内】 

空中消火活動が必要と認めら

れるとき 

火災発生状況（消防機

関、市町） 

救急活動 
医療保健部 

防災対策部 

【発災後 3時間以内】 

救急患者の転院搬送等が必要

なとき 

救急患者の状況（医療

機関等） 

資機材の調達等 防災対策部 
【発災後 6時間以内】 

要請があり次第 

資機材等確保要請 

（市町） 

※「活動開始（準備）時期等」の時間は、対策（活動）を開始する時期の目安である。 

 

第３項 対策 

■県が実施する対策―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 災害予防 

(1)  林野火災に強い地域づくり 

① 林野火災特別地域対策事業の推進（防災対策部） 

 市町が随時見直しを行う林野火災特別地域対策事業の実施計画について、山村振興計画、過

疎自立促進計画、市町総合計画等の各種計画と整合を保ちながら、当実施計画に基づき林野用

消防施設資機材の整備等を図るように協議を行う。 

② 防火機能を有する林道、森林の整備（農林水産部） 

林野火災発生時における消火活動を容易にするため、林道及び作業道の整備に積極的に取り

組む。 
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③ 監視体制の確立（農林水産部） 

    林野火災予防のため、火気の早期発見と迅速な通報の行える体制の確立に努める。特に、火

災警報発令中においては、市町火災予防条例の定めるところにより、市町及び林野の所有（管

理）者は、火器の使用制限を徹底するなど万全の対策を推進する。 

④ 森林所有者（管理者）への指導（農林水産部） 

林野火災予防のため、森林所有（管理）者に対し、次の事項について指導を行う。 

ア 防火線、防火樹帯の整備及び造林地における防火樹の導入 

イ 自然水利の活用等による防火用水の確保 

ウ 事業地の防火措置の明確化 

エ 火入れにあたっては、森林法に基づく条例等による許可のほか消防機関との連絡体制の確

立 

オ 火災多発期（12 月～3月）における見巡りの強化 

カ 林野火災対策用機材の整備 

 (2) 公設消防力の強化（防災対策部） 

「第１節 大規模火災の対策 ＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (3) 消防力の強化 

① 公設消防力の強化」に準ずる。 

（3）空中消火用資機材の整備及び運用（防災対策部） 

  空中消火用機材の整備を行い、三重県防災資機材備蓄センター（三重県消防学校内）及び尾鷲

市倉庫に保管し、「三重県林野火災対策等資機材管理運用要綱」に基づき市町等へ貸出し、林野

火災に万全を期する。 

(4) 防災知識の普及・啓発等（防災対策部、農林水産部） 

① 防災知識の普及・啓発 

   関係機関の強力を得て、一般住民に対し、「山火事予防週間」等の行事を通じて森林愛護並

びに防災思想の普及活動を図る。 

また、登山、遊山、狩猟等の入山者のたばこ等の不始末による火災を防止するため、森林火

災防止標識を設置するなどにより、火の取扱いのマナーなど、林野火災予防のための防災知識

の普及・啓発を図る。 

② 防災訓練の実施 

   県は、消防本部、市町、林業関係団体関係機関が相互に連携した防火訓練の実施を検討する。 

 

２ 迅速かつ円滑な災害応急対策 

 (1) 情報の収集・連絡調整（防災対策部、警察本部） 

① 県災対本部の設置 

 県は、知事が必要と認めるときは、県災対本部を設置し、市町、消防本部、警察本部等防災

関係機関から災害情報を収集し、伝達及び総合調整を行う。 

 



 

440 

 

 

 

② ヘリコプター等による状況確認 

必要に応じ、防災ヘリコプター等による災害状況の確認を行う。 

また、県警察本部は、必要に応じ、ヘリコプターテレビシステムにより撮影した現場の映像

を県災害対策本部に配信する。 

(2) 消防活動（防災対策部） 

① 県内消防相互応援隊の出動要請 

被災市町が実施する消防活動の状況により、他市町の応援を必要と認める場合には、消防組

織法第 39 条の規定により締結している「三重県内消防相互応援協定」に基づき、他市町に対

し県内消防相互応援隊の編成・応援出動を指示する。 

 また、被災市町から応援要請があった場合も同様とする。 

 なお、必要に応じ、ヘリコプターによる消防活動の支援を行う。 

② 他府県への応援要請 

災害の状況により特に必要と認める場合には、消防組織法第 44 条に基づき、消防庁長官を

通じ、他府県に応援を要請する。その手続きは、「三重県における緊急消防援助隊応援出動及

び受援計画」によるものとし、県は消防応援活動調整本部を設置する。 

③ 火災気象通報の通報 

消防法第 22 条第１項の規定により、津地方気象台から通報される火災気象通報を防災行政

無線等を用いて市町長等に通報する。 

(3) 林野火災空中消火活動（防災対策部） 

  県の森林面積は、全体の約 64％となっており、ひとたび火災が発生すると、地理的条件等に

よって、従来の地上消火活動は極めて困難であると予想されることから、迅速的確な消火活動

を実施し、貴重な森林資源を守るため、本計画により空中消火活動を行う。 

① 空中消火等の概要 

 本計画でいう空中消火とは、ヘリコプターにより空中から火点又はその近傍に水又は、消火

剤水を散布し消火を行う作業のほか、現場指揮本部、空中消火基地及び火災現場の作業を含め

た作業をいう。 

ア 現場指揮本部 

 空中消火を効果的に実施するため消火計画を作成し、空中と地上との連携を図り、統一

的な指揮を行う。 

イ 空中消火基地 

 消火薬剤準備場所、ヘリポート（離着陸場所）、飛行準備場所（燃料集積所を含む。）か

らなり、空中活動の拠点となる。 

ウ 空中消火用資機材等 

a 三重県防災ヘリコプターの資機材 

（ⅰ）消火バケット（バンビマックス） 

消火バケット（1,000リットル、2台）を防災ヘリコプターのカーゴフックに吊り下げ、
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火災発生時に河川・湖、海等で給水を行い散水する。 

b 中型ヘリコプターの資機材 

（ⅰ）水のう 

ヘリコプターの機体下部に懸吊して、消火薬剤を散布する。 

（ⅱ）組立水槽 

         ナイロンターポリン製で、消火薬液調整の際の混合・貯水槽として使用する。 

（ⅲ）混合機 

水に消火薬剤、増粘剤、着色剤を混合・溶解して所定の濃度と粘度をもつ消火薬液

を作る。 

（ⅳ）消火薬剤等 

     水と消火薬剤等を混合撹拌する。 

エ 空中消火法 

 空中消火法には、直接消火法と間接消火法の 2種類がある。 

a 直接消火法…火線に沿って飛行し、火点に直接水又は消火薬液を散布して消火する方

法で、主として火勢の弱い初期消火、飛火消火、残火処理等及び人命、家屋等に危険が

迫った場合に用いる。 

b 間接消火法…火線の前方に水又は消火薬液を散布し、防火線を作り延焼防止を図る方

法で、空中消火法の主体をなすものである。 

② 空中消火の実施 

県は、空中消火を実施した場合、消防庁応急対策室に電話（無線）で報告する。 

【報告事項】 

a 林野火災の場所 

b 林野火災焼失（損）面積 

c 災害派遣を要請した市町名 

d 災害派遣に要した航空機の機種と機数 

e 散布回数（機種別） 

f 散布効果 

g 地上支援の概要  

h その他必要事項 

③ 自衛隊の災害派遣要請（ヘリコプターの要請） 

 空中消火を実施するにあたり、林野火災が大規模化した場合など、自衛隊の災害派遣を必要

とする場合は、次により実施する。 

ア 災害派遣要請の基準 

 災害派遣要請の基準は、第４部 第１章 第３節「自衛隊及び海上保安庁への災害派遣

要請等」に規定する基準に準拠し、原則として次のいずれかに該当する場合とする。 

a 地形等の状況により、地上の消火活動が困難な場合 
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b 火災規模に対して、地上の消火能力が不足し、又は不足すると判断される場合 

c 人命の危険、人家等への延焼又はその他重大な事態を避けるため、必要と認められる場

合 

イ 災害派遣要請の手続き 

 災害派遣要請の手続きは、第４部 第１章 第３節「自衛隊及び海上保安庁への災害派

遣要請等」によるが、林野火災においては、特に次の事項を明確にすること。 

a 空中消火基地の設置場所、その周辺の状況及び目標物 

b 災害派遣要請市町の連絡場所及び連絡責任者名 

c 資機材等の空輪の必要の有無 

d 空中消火用資機材等の整備状況 

e その他空中消火を実施するにあたり、参考となるべき事項 

④ 他府県等の消防・防災ヘリの派遣要請 

  空中消火を実施するにあたり、他の都道府県等所有の消防・防災ヘリによる広域航空消防応

援を要請することができる。 

  応援を要請する場合は「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要網」（三重県地域

防災計画添付資料参照）による手続により行う。 

  市町及び都道府県がヘリを保有する場合の広域航空消防応援の要請手続及び決定の通知ルー

トは、別図のとおりである。 

(4) 救急活動（医療保健部、防災対策部） 

① 関係機関との調整 

被災状況の早期の把握及び災害医療コーディネーターをはじめとする関係機関との総合調

整を行う。 

また、救急患者の受入体制や高度な医療が必要な患者の転院搬送等について、医療機関等と

の総合調整を行う。 

なお、市町等からの要請により、重篤患者の緊急搬送及び遠隔地搬送が必要な場合は、ヘリ

コプターを活用する。 

② 県内市町及び他府県市に対する応援要請 

他の医療関係機関等の応援を必要と認める場合には、応援協定に基づき県内市町及び他府県

市に対し応援出動を要請する。 

(5) 資機材の調達等（防災対策部） 

① 資機材の携行 

消火・救急活動に必要な資機材は、原則として、当該活動を実施する機関が携行する。 

② 必要な資機材の確保 

必要に応じて、民間からの協力等により、消火・救急活動のための資機材を確保し、効率的

な消火・救急活動を行う。 
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■市町が実施する対策――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 災害予防 

 (1) 林野火災に強い地域づくり 

  ① 林野火災消防計画の確立 

市町は、森林の状況、気象条件、地理、水利の状況及び林内作業の状況等を考慮のうえ、関

係機関と連携を図り、以下の事項について林野火災消防計画の確立に努める。 

ア 特別警戒実施計画 

a  特別警戒区域 

b  特別警戒時期 

c  特別警戒実施要領 

イ 消防計画 

a  消防分担区域 

b  出動計画 

c  防護鎮圧計画 

ウ 資機材整備計画 

エ 啓発運動の推進計画 

オ 防災訓練の実施計画 

 ② 監視体制の確立 

「＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (1)林野火災に強い地域づくり ③ 監視体制の

確立」に準ずる。 

 ③ 森林所有（管理）者への指導 

「＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (1)林野火災に強い地域づくり ④ 森林所有

（管理）者への指導」に準ずる。 

 ④ 火災警報発令中における火の使用の制限 

火災警報が発せられた場合における火の使用の制限について、市町火災予防条例においてあ

らかじめ定めておく。 

 ⑤ 防災知識の普及・啓発等 

「＜県が実施する対策＞ １ 災害予防 (4) 防災知識の普及・啓発等」に準ずる。 

  

２ 迅速かつ円滑な災害応急対策 

(1) 情報の収集・伝達 

 ① 市町災対本部の設置 

 市町は、市町長が必要と認めるときは、市町災対本部を設置し、災害情報の収集、伝達を迅

速かつ的確に行うとともに、関係機関との調整等を円滑に行う。 
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 (2) 消防活動 

① 火災警報の発令 

 市町長は、火災気象通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めたと

きは、火災警報を発することができる。 

なお、警報を発したときは火災予防上必要な措置をとる。 

② 消防活動の実施 

 市町の地域内に火災等による災害が発生した場合における消防活動は、当該市町又は消防組

合が主体となり消防機関を動員して実施する。 

 なお、災害の規模が大きく関係機関の支援を必要とする場合は、関係法令の規定による応援

出動を要請するなど必要な措置を講ずることとする。  

③ 近隣市町への応援要請 

被災市町の長又は消防組合管理者は、災害の規模が大きく他市町の応援を必要とする場合に、

消防組織法第 39 条及び第 44 条、基本法第 68 条等の規定により、県及び近隣市町に対し応援

出動を要請する。 

また、被災をしていない市町は、あらかじめ締結している消防相互応援協定の定めるところ、

もしくは県からの要請に基づき、県内消防相互応援隊を編成して応援出動する。  

なお、災害が大規模となり、近隣市町の応援のみでは対応できないと判断した場合は、「三

重県内消防相互応援協定」に基づき、県に対し県内消防相互応援隊の出動を要請する。 

④ 緊急消防援助隊の応援要請 

  被災市町の長又は消防組合管理者は、災害の状況及び県内の消防応援だけでは、十分な対応

がとれないと判断したときは、速やかに知事に対して、「三重県における緊急消防援助隊応援

出動及び受援計画」に基づき、緊急消防援助隊の応援出動を要請する。 

また、この場合において、知事と連絡がとれない場合には、直接消防庁長官に対して、要請

する。 

(3) 林野火災空中消火活動 

市町長等は、市町地域防災計画等に定める組織及びこれに準ずる組織を設置するとともに、次

の措置を講じる。 

① 初動体制 

ア  災害情報等の報告 

  市町長等は、市町地域防災計画等の定めるところにより災害情報等を、関係機関等に報

告する。 

イ  空中消火基地の選定及び設定 

  空中消火基地の選定にあたっては、火災現場に近く、資機材等輸送のための大型車両等

の進入が容易であり、100 トン以上の水源を有し、毎分１トンの取水が可能な平坦な場所

を選定する。 

   空中消火基地のうち、離着陸場所（ヘリポート）の設定については、「第４部 第１章 第
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３節 自衛隊及び海上保安庁への災害派遣要請等」に定める所要の措置をとる。 

ウ  火災現場付近の状況把握 

  空中消火を効果的に実施するため、風向、風速等の状況を把握する。 

  また、危険防止のため、ヘリコプターが活動する区域の障害物の有無を把握する。 

エ  資機材の確保 

  他の自治体、関係機関の資機材の保存状況を把握し、補給できる体制を整えておく。 

  また、使用可能な消火機材及び消火剤数量並びにこれらの保管場所を把握しておく。 

オ  輸送手段等の確立 

  資機材等を空中消火基地に運ぶため、輸送ルート、輸送手段を確立しておく。 

  また、陸上輸送の場合は、必要に応じて警察署と連絡をとり、先導等の措置をとる。 

② 空中消火活動 

ア  現場指揮本部における任務 

a 情報の総括…空中偵察用航空機、空中消火用航空機、各消防団その他関係機関からの情

報収集と総括を行う。 

b 空中・地上各消火隊の活動統制…消火活動が有機的に実施できるよう消火計画を作成し

関係機関との連絡調整を行う。 

イ 作業手順及び作業内容 

消火薬剤の調合、作業手順等、関係機関と事前打合せを行い消火活動をする。 

③ 派遣要請 

ア 県防災ヘリコプターの派遣要請 

  市町長等は、林野火災が発生し、人命の危険、その他重大な事態となるおそれのあると

きは、県防災ヘリコプターの応援を要請することができる。 

  応援を要請する場合は、「第４部 第２章 第５節 ヘリコプターの活用」の手続によ

り行う。 

④ 報告 

 市町は、空中消火を実施した場合、速やかに以下の概要を県（災害対策課）に報告する。 

a  林野火災の場所 

b  林野火災焼失（損）面積 

c  災害派遣を要請した市町名 

d  災害派遣に要した航空機の機種と機数 

e  散布回数（機種別） 

f  散布効果 

g  地上支援の概要 

h  その他必要事項 
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(3) 救急活動 

① 救急活動の実施 

被災市町の長又は消防組合管理者は、医療機関、運輸業者等の協力を求めて救急活動を実施

する。 

② 応援要請 

被災市町の長又は消防組合管理者は、多数の傷病者が発生し、他市町の応援を必要とする場

合は、消防活動と同様に、協定に基づき、県及び近隣市町に対し応援出動を要請する。 

a あらかじめ消防相互応援協を定締結している近隣市町は、当該協定の定めるところによ

り応援出動する。 

b 被災市町の長又は消防組合管理者は、多数の傷病者が発生し、近隣市町の応援のみでは

対応できないと判断した場合は、県、市町及び消防組合が締結している「三重県内消防

相互応援協定」に基づき、県内相互応援隊の応援出動を県に対し要請する。 

 (4) 資機材の調達等 

 「＜県が実施する対策＞ ２ 迅速かつ円滑な災害応急対策 (4) 資機材の調達等」に準ず

る。 

 

３ 県林野火災対策等資機材管理運用 

 林野火災等の対策用として県が備蓄している資機材の管理並びに市町等関係機関が使用する

場合は「三重県林野火災対策等資機材管理運用要網」による。 

 

【市町地域防災計画記載検討項目】 

＜災害予防＞ 

(1) 火災予防 

(2) その他必要な事項 

＜迅速かつ円滑な災害応急対策＞ 

(1) 消防活動 

(2) 林野火災空中消火活動 

(3) 救急活動 

(4) 資機材の調達等 

(5) その他必要な事項 

 

■その他の防災関係機関が実施する対策――――――――――――――――――――――――――― 

１ 林野火災空中消火活動（自衛隊） 

 「＜県が実施する対策＞ ２ 迅速かつ円滑な災害応急対策 (2) 林野火災空中消火活動」

に準ずる。 
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■住民が実施する対策――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１ 消防活動 

(1) 初期消火活動 

被災地の地元住民や自主防災組織、消防団、企業等は、消防本部の消防隊が到着するまでの

間、可能な限り出火防止、初期消火及び延焼防止に努める。 

２ 救急活動 

(1) 初期救急活動 

被災地の地元住民や自主防災組織、消防団、企業等は、救急関係機関が到着するまでの間、

可能な限り応急手当の実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


